
１ ． 申請者の概要

団体名 堺商工会議所

代表者職・ 氏名 会頭　 漕㈮　 和正

〒5 9 1 -8 5 0 2

堺市北区長曽根町1 3 0番地2 3

設立年月日 明治1 2年9月1 3日

職員数 3 3

う ち経営指導員数 2 9

所管地域 堺市

管内事業所数 2 7 ,3 1 5 （ 令和3年経済センサスによる ）

う ち小規模事業者数 1 7 ,0 6 3 （ 令和3年経済センサスによる ）

会員数 5 ,9 5 3 （ 令和8年1月末現在）

組織率 2 1 .8 %

担当者職・ 氏名 総務課長（ 管理担当） 古川　 千恵子

連絡先電話番号 0 7 2 -2 5 8 -5 5 8 1

連絡先メ ールアド レス scci2 7 0 2 @sa ka icci.or.jp

令和8年度（ 2 0 2 6年度）

事業計画書

所在地

□主な事業概要（ 定款記載事項等）

当商工会議所は、 地区内における商工業者の共同社会を基盤と し、 商工業の総合的な改善発達を図り 、 兼ねて社

会一般の福祉の増進に資し、 もってわが国商工業の発展に寄与するこ と を目的と する。

(1 )商工会議所と しての意見を公表し、 これを国会、 行政庁等に具申し、 又は建議する。

(2 )行政庁等の諮問に応じて答申する。

(3 )商工業に関する調査研究を行う 。

(4 )商工業に関する情報及び資料の収集又は刊行を行う 。

(5 )商品の品質又は数量、 商工業者の事業の内容その他商工業に係る事項に関する証明、 鑑定又は検査を行う 。

(6 )輸出品の原産地証明を行う 。

(7 )商工業に関する施設を設置し、 維持し、 又は運用する。

(8 )商工業に関する講演会又は講習会を開催する。

(9 )商工業に関する技術及び技能の普及は又は検定を行う 。

(1 0 )博覧会、 見本市等を開催し、 又はこれらの開催のあっせんを行う 。

(1 1 )商事取引に関する仲介又はあっせんを行う 。

(1 2 )商事取引の紛争に関するあっせん、 調停又は仲裁を行う 。

(1 3 )商工業に関して、 相談に応じ、 又は指導を行う 。

(1 4 )商工業に関して、 商工業者の信用調査を行う 。

(1 5 )商工業に関して、 観光事業の改善発達を図る。

(1 6 )社会一般の福祉の増進に資する事業を行う 。

(1 7 )行政庁から委託を受けた事務を行う 。

(1 8 )その他本商工会議所の目的を達成するために必要な事業を行う 。

mailto:scci2702@sakaicci.or.jp


２ ． 事業概要 堺商工会議所

（ １ ） 所管地域の産業経済の現状と 課題　

堺市は、 大阪府南部に位置し、 8 0 .3万人（ 令和7年1 2月1日現在） の人口を擁する政令指定都市である。 令和

3年経済センサス基礎調査結果によると 、 堺市は事業所数が大阪府で2番目（ 2 7 ,3 1 5社） に多く 、 その8 7 .1％

が従業員数2 0名未満の中小・ 小規模事業者である。 産業大分類別の事業所構成比率は、 卸売・ 小売業が

2 1 .5％、 医療・ 福祉が1 2 .3％、 宿泊業・ 飲食サービス業が1 1 .1％、 製造業が1 0 .2％、 建設業が9 .5％、 不動

産業・ 物品賃貸業7 .9％、 その他が2 7 .5％と なっている。

沿岸部を中心に大企業が立地しているこ と から輸送用機械・ 農業機械・ 電気製品関連企業の下請企業も多く 存

在しており 、 機械金属加工業は、 堺市の特徴的な産業の一つである。 製造業の純付加価値額は3 ,9 9 6億円（ 構

成比2 7 .5％） を計上し、 堺市の産業分類別で最も多い。

昨今、 原材料やエネルギー価格高騰によるコスト 増加、 人手不足等により 、 非常に厳しい経営環境が続いてお

り 、 価格転嫁や販路開拓、 資金繰り 、 人材確保、 廃業抑制等は緊迫の課題である。

（ ２ ） 所管地域の活性化の方向性（ 事業の目標）

（ ３ ） 事業を実施した効果

○実績時記入

（ ４ ） 事業を実施した結果浮かび上がった課題・ 次年度への取り 組み

○実績時記入

企業の競争力強化に向けて、 製造業を中心と した交流会・ 販路開拓支援を展開し、 ” ものづく り のまち堺” と

して製造業の活性化を図る。 また、 メ イ ド インさかいフェア、 堺ブランド 「 堺技衆」 事業等を通じて、 全国屈

指の産業都市と して様々な魅力を多方面に発信し、 都市ブランド の向上を図ると と もに、 来堺観光客等の増加

による効果を、 継続的に取り 込む仕組みを構築するべく 、 各種販路開拓支援事業を展開し、 地域小売商業及び

サービス・ 観光関連産業の振興を図っていく 。 また、 IT・ DX導入支援をワンスト ッ プ体制で対応していく こ

と で、 生産性向上及び事業革新の促進を図っていく 。 さ らに、 カーボンニュート ラル実現に向けた脱炭素の取

組み支援、 中小企業の海外へのビジネス展開の強化、 人材確保支援・ 育成支援を図る。

個別支援では、 小規模事業者等にと って身近な存在と なれるよう 、 経営支援体制を構築し、 様々な創業支援に

取り 組み、 新たな創業者の創出を図り 、 開業率の向上、 雇用機会の創出に繋げる。

また、 後継者不足等による廃業を抑制するための事業承継支援、 台風・ 地震等の自然災害や感染症のリ スク対

策と して、 事業者Ｂ Ｃ Ｐ 策定支援の強化、 人材確保及び育成支援事業にも注力していく 。



３ ． 経営相談支援事業・ 専門相談支援事業

社

当初計画 変更計画 実績 達成率

1 7 2 5 0 .0 %

2 3 0 .0 %

3 3 5 0 .0 %

4 2 4 3 0 .0 %

5 0 -

6 1 0 0 .0 %

7 2 5 0 .0 %

8 3 0 0 .0 %

9 0 -

1 0 1 0 0 0 .0 %

1 1 1 7 9 0 .0 %

1 2 4 0 0 .0 %

1 3 1 0 0 .0 %

1 4 4 0 0 .0 %

1 5 0 -

1 6 0 -

1 7 1 0 0 .0 %

1 8 0 -

1 9 0 -

2 0 0 -

2 1 7 2 5 0 .0 %

フォローアッ プ支援

結果報告

令和7年度実績（ 見込） や今後の動向等を参考に件数設定を行っている。 当所においては、 金融支
援、 販路開拓支援、 事業計画作成支援の需要が多く 、 これら ３ 支援メ ニューで計約４ ５ ０ 件の支
援を見込んでいる。 また、 小規模事業者の事業者BCP策定、 事業承継については、 専門家と 連携
しながら経営指導員の伴走支援を行う こ と で、 きめ細やかなサービスを提供し、 経営課題の解決
を図る。

堺商工会議所

支援数

事業所

事業所

支援数

支援数

事業所

支援数

Ⅰ　 経営相談支援事業

支援メ ニュー 単位

事業所

事業所

事業所カルテ・ サービス提案

支援機関等へのつなぎ

前年度支援企業数

事業所

支援数

支援数

事業所

○実績時記入

資金繰り 計画作成支援

記帳支援

支援のポイント ・ 成果

事業所

労務支援

人材育成計画作成支援

7 7 0

事業所

事業所

事業所

事業所

事業所

件数設定の根拠（ 今年度の特徴等）

金融支援（ 紹介型）

金融支援（ 経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

販路開拓支援

事業計画作成支援

創業支援

生産性向上支援 事業所

災害時対応支援 事業所

事業継続計画（ BCP） 作成支援

財務分析支援

債権保全計画作成支援

制度対応等

事業承継支援



Ⅱ　 専門相談支援事業

当初計画 変更計画 実績 達成率

2 4 0 -

2 5 4 7 0 .0 %

2 6 0 -

2 7 0 -

2 8 1 5 0 .0 %その他相談

事業名

法務相談

税務相談

金融相談

支援のポイント ・ 成果

日数

日数

労務相談

日数

日数

単位

日数



5－１ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

2 1 年目

○ ○

社

社数値目標 2 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
全体1 0 9社のう ち大企業を除いた1 0 7社

1 0 7

主な支援対象企業
の変化

代表指標 ブランド 認証取得による新規顧客獲得と なった社数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 地域ブランド ・ 地域産業資源

事
業
の
概
要

事業概要
堺の優れた技術を持つ企業を発掘し、 堺ブランド 「 堺技衆」 に認証するこ と によって、 日本全国・ 全世
界に向けて情報発信を行い、 堺市域全体のイメ ージアッ プと 経済発展を促し、 地域愛を醸成するこ と を
目的と する事業。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

堺市内には、 優秀な技術を有しているにもかかわらず、 知名度の低さから市場において優位性を保つこ
と ができない企業が多い。 当事業では、 そう した優秀な技術を有している企業を発掘し、 堺商工会議所
がブランド 企業と して認証するこ と により 、 企業の知名度向上と 、 高い技術を有する産業集積地と して
の堺地域のイメ ージアッ プと いう 相乗効果を図る。 平成1 8年以来企業認証を続けており 、 今後も優れた
企業の発掘を続けていく 。
認証企業からは「 展示会でのブース出展やYouTube動画、 Fa cebook、 HP等により 効果的に広報でき、
商談の際にも技術力を表すものと してアピールしやすい」 「 従業員のモチベーショ ンアッ プにもつな
がっている 」 などの好評を得ている。 また、 域内の企業からは毎年認証に対する問い合わせが寄せられ
ており 、 関心度も高い。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( c)堺市が「 堺ブランド 推進会議」 の委員と して参画し、 堺市のSNSや広報誌にてPR。

(d)経営指導員が企業訪問や交流会等で、 企業や製品の特徴等を把握するこ と により 、 経営指導を行う 際の有用な情

報と するこ と ができる。

堺市域に立地し、 優れた技術やサービスを有する企業を対象と する。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

●認証企業の製品・ 技術力のPRや当該事業の周知徹底を図るべく 、 ホームページ、 Fa cebook、
YouTubeチャンネルで情報発信を行う と と もに、 当所主催のイベント 「 大阪勧業展」 「 大阪・ 関西万博
2 0 2 5出展企業と の交流会」 「 メ イ ド インさかいフェア」 でのブース出展、 セミ ナー等でチラシの配布を
行う 等、 積極的なPR活動を行った。
●大阪信用金庫本店及び大阪府下6 8支店・ 尼崎支店などでYouTubeチャンネルの動画をエンド レスで放
映し、 情報発信の強化を図った。 今後は、 チラシなどの紙媒体の広報物と 、 YouTubeチャンネルや
Fa cebookページなどのS NSによる情報発信ツールと の相乗効果を図り ながら 、 よ り 効率的・ 効果的な情
報発信を行っていく 。
●オープンファ ク ト リ ーと の連携によるPR活動、 堺市と の連携強化を行っていく 。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

　 堺ブランド 「 堺技衆」 の認知度向上を目的に、 HP・ Fa cebook・ YouTubeチャンネルによる情報発信
の他、 下記の展示会やイベント 等への出展による積極的なPR活動を行う と と もに、 交流会を通じて企業
間交流を深め新たなビジネスチャンスを創出する。 また、 ものづく り 企業が生産現場を外部に公開し、
地域社会・ 住民に広く 周知を行う 「 オープンファ ク ト リ ー」 事業と 連携しながら PR活動を行う 他、 「 堺
技衆」 認証企業周知に向け、 堺市と の連携を強化し、 積極的な情報発信を行う 。

【 事業手法】 ハンズオン型
【 実施時期・ 実施方法・ 実施手法等】
　 　 　 　 　 　 令和８ 年1 0月頃　 オープンファ ク ト リ ー事業と の連携によるPR活動
　                  令和８ 年1 0月頃　 大阪勧業展にて「 堺技衆」 と してＰ Ｒ ブースを出展
　                  令和８ 年1 1月頃　 当所主催「 メ イ ド インさかいフェア」 にて「 堺技衆フェア」 を同時開催
                    令和８ 年1 0～1 2月頃　 交流会を実施
　 　 　 　 　 　 （ 広報活動）
　 　 　 　 　 　 ・ HPでの情報発信→2カ月ごと
                    ・ YouTubeチャンネルによる情報発信
　 　 　 　 　 　 ・ S NS（ Fa cebook等） による認知度向上
          　 　    ・ さ かいオープンファ ク ト リ ー推進事業と の連携 
　 　 　 　 　 　 ・ その他様々なツールで広報を実施 
  
  

想定する実施期間 H1 8 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 堺ブランド 「 堺技衆」 認証事業 事業番号 1 新規/継続 継続



5－１ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

5 ,4 0 3 ,5 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 2 ,7 0 1 ,7 5 0 1 0 7

5 ,4 0 3 ,5 0 0 0 .5 0 2 ,7 0 1 ,7 5 0 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

1 0 1 ,0 0 0 1 0 7 0 .5 0 5 ,4 0 3 ,5 0 0

合計 1 0 7 5 ,4 0 3 ,5 0 0



5－２ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

4 年目

○ ○ ○

社

名

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円1 ,9 7 9 ,6 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

4 0 ,4 0 0 3 5 1 .4 0 1 ,9 7 9 ,6 0 0

合計 3 5 1 ,9 7 9 ,6 0 0

数値目標 2 0

その他目標値
目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
積算根拠⇒創業予定者、 創業間もない方3 5名
募集方法⇒DM、 HP、 Fa cebook、 S NS広告、 メ ールマガジン、 広報さかい、
　 　 　 　 　 創業相談窓口での案内等。3 5

主な支援対象企業
の変化

代表指標
創業計画書（ コンセプト が中心） を作成し、 創業計画を明
確化した人数。

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-1 7 起業家の育成、 創業の促進 創業・ 経営革新

事
業
の
概
要

事業概要

創業予定者や創業間もない方を対象に、 事業コンセプト や収支計画、 資金計画の作成方法などを学ぶこ
と に加え、 受講者同士のグループワークや先輩創業者の体験談を聴く こ と により 、 他者の意見も参考に
しながら 、 創業するためのステッ プを踏むこ と が可能と なる当ゼミ を開催。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

創業するためには創業に対する想いやアイデアを形にする必要があり 、 具体的な創業計画が重要であ
る。 しかし 、 実際には、 どのよう な創業計画などの準備を行ったらよいかわからないと いう 問題があ
る。
そこで、 事業コンセプト や収支計画、 資金計画の作成方法などを学ぶこ と に加え、 受講者同士のグルー
プワークや先輩創業者の体験談を聴く こ と により 、 他者の意見も参考にしながら 、 創業するためのス
テッ プを踏むこ と が可能と なる当ゼミ を開催するこ と は、 円滑な事業スタート が切れるための支援と し
て必要である。
令和7度開催の創業ゼミ では、 定員3 0名に対し申込者数は3 9名であったため、 創業支援のニーズは依然
高いと 言える。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( a ) 【 商1 7番】 起業家の育成、 創業の促進支援事業の府施策連携と して実施する。

(c)堺市と 連携し、 広報誌でPRを行う 。

(d)当所において創業支援を行っているこ と を広く 周知するこ と により 、 セミ ナー参加者はも と より 、 それ以外の創

業希望者に対しても 、 経営指導員が継続して相談・ 支援を実施していく 。

堺市内外の広域の創業希望者。 創業に必要な知識と 具体的な創業計画の立案方法の習得を希望する者。
また、 他の受講者や先輩創業者、 講師などと のグループワークや交流会を通じて積極的に交流を図り 、
ネッ ト ワークづく り ・ 情報収集を希望する創業予定者又は創業間もない方。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

【 時期】
令和7年9月2 0日（ 土） 、 1 0月4日（ 土） ・ 1 1日（ 土） ・ 1 8日（ 土）
 1 0時～1 7時　 堺商工会議所会議室にて開催。
【 内容】
座学のみではなく 、 受講者間でのグループワークやビジネスプランシート 作成、 先輩創業者の体験談、
ビジネスプラン発表などの講義内容も盛り 込んだ。 受講者数： 3 9名
【 改善点】
セミ ナーだけで終わらず、 その後の経営指導員による個別支援や専門家による相談窓口の利用につなが
るよう 、 受講者へのフォローを強化する必要がある。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

創業に対する大まかな流れや基礎知識を習得しているものの、 具体的な創業準備ができていない、 具体
的な創業計画書作成方法の知識不足や、 創業に不可欠なコンセプト が未確定な創業希望者を支援。 カリ
キュラムは、 事業コンセプト を中心と した自分だけのものと なる計画書の作成を目指した内容と する。
そのため、 創業計画書の作成におけるポイント の講義だけではなく 、 個別作成やグループワークの時間
を設ける他、 先輩創業者（ 創業して5年以内） や講師による創業の苦労話などを講話予定。 創業に対する
ゼミ 受講者の悩みや不安を解消すると と もに、 今後の人脈作り と 交流の場と しても開催する。
また、 ゼミ 受講者は講師を信頼し、 頼ると いう 傾向が強いため、 経営指導員が講師のサポート 役にまわ
り 、 カリ キュラムの補助的な情報を提供し、 ゼミ 終了後も経営指導員に相談しやすい体制をつく ると と
もに、 受講者に大阪起業家グローイングアッ プ事業に、 応募を呼びかけると と もに希望者を推薦する。

事業手法： 人材交流型
開催時期： 令和8年9月～1 0月頃。 全4回開催で時間は1 0時～1 7時と する。
会　 　 場： 堺商工会議所会議室

想定する実施期間 R5 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 創業ゼミ 事業番号 2 新規/継続 継続



5－２ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 1 ,8 2 5 ,6 0 0 3 5

1 ,9 7 9 ,6 0 0 1 .0 0 1 ,8 2 5 ,6 0 0 1 5 4 ,0 0 0 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 1 5 4 ,0 0 0 負担金の積算 @4 ,4 0 0×3 5名＝1 5 4 ,0 0 0円

標準事業費 補助率



5－3． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

5 年目

　 ○ ○

社

件

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円4 ,0 4 0 ,0 0 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

4 0 ,4 0 0 1 0 0 1 .0 0 4 ,0 4 0 ,0 0 0

合計 1 0 0 4 ,0 4 0 ,0 0 0

数値目標 1 0 0 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒ 当所の他の交流会系事業の過去の実績をも と に算出。
商工会議所報への掲載広告、 当所ウェブサイ ト ・ f a cebook、 各機関メ ールマガジ
ン、 DM発送により 周知に努める。1 0 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 総名刺交換件数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
市内中小企業の若手経営者を対象に、 気軽に情報・ 名刺交換が可能な交流会を実施し、 事業者間ネッ ト
ワークの構築・ 強化、 取引機会の創出、 地域経済活性化の推進を図る。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

若手経営者はビジネスに活かせるネッ ト ワークづく り の場を欲している一方で、 若手経営者に特化した
交流の場が不足しているため、 気軽に情報・ 名刺交換が可能な交流の場を用意し、 事業者間ネッ ト ワー
クの構築・ 強化、 取引機会の創出、 地域経済活性化の推進を図っていく 。
具体的には、 若手経営者を対象と した交流会を実施。 同年代の経営者同士で交流を深めるこ と で、 人
脈・ 取引の拡大と 、 若手経営者ならではの悩みを共有し、 今後の経営課題の解決へ役立てる。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( c)堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

(d)若手経営者が抱える特有の悩みをヒ アリ ングし、 相談事業相乗効果創出に努める。

市内中小企業の若手経営者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

開催時期： 令和4年7月  6日　 参加者： 1 0 1社1 0 5名
           　   令和5年7月1 3日　 参加者： 1 1 6社1 2 6名
　 　 　 　 　 令和6年7月1 8日　 参加者：   8 5社  9 2名
　 　 　 　 　 令和7年7月1 4日　 参加者： 1 0 7社1 1 3名

改 善 点 :  一定数の参加者があったが、 次年度も参加者数の維持若しく は更なる拡大に繋がるよう 、
　 　 　 　 　 内容や時期をブラッ シュアッ プする。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

同年代の経営者同士が気軽にネッ ト ワーク を広げるこ と が出来る交流会を実施すると と もに、 今後の経
営課題を解決するためのノ ウハウを習得できるセミ ナーを開催する。
　 事業手法： 人材交流型
　 実施時期： 令和8年7月から 9月頃に実施予定（ 計1回）
　 実施場所： ホテルアゴーラ リ ージェンシー大阪堺等
　 実施方法： 対面
　 実施内容： ≪交流会≫　 冒頭、 ネッ ト ワーク構築の重要性に関するオリ エンテーショ ンを行った後、
情報交流・ 名刺交換を行っていただき、 会社の事業、 取り 組み、 製品、 技術について相互に理解いただ
き、 将来的な商談・ 取引機会創出の契機と する。

想定する実施期間 R4 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 若手経営者交流会 事業番号 3 新規/継続 継続



5－3． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 2 ,0 2 0 ,0 0 0 1 0 0

4 ,0 4 0 ,0 0 0 0 .5 0 2 ,0 2 0 ,0 0 0 円）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－4． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

2 6 年目

○ ○ ○

社

人数値目標 4

その他目標値
目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
当所ホームページ掲載、 当所Fa cebook掲載に加え、 Ｓ ＮＳ 広告を活用すると と も
に、 メ ルマガ配信、 創業相談者へのDM発送、 チラシ配架。 過去2年の参加実績に基
づいた目標設定と する。

8 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 本セミ ナーを受講後、 実際に創業した受講生の数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-1 7 起業家の育成、 創業の促進 創業・ 経営革新

事
業
の
概
要

事業概要
創業を検討している方に、 創業の大まかな流れや基礎知識等を学んでもら う ために、 初心者向け創業準
備セミ ナーを開催する。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

日本は海外と 比べ開業率が低く 、 近年においても開業率は低迷している。 そこで、 創業に対する基礎的
な知識のない創業希望者が、 創業に関する基礎知識を習得する当セミ ナーは、 創業への最初の一歩を踏
み出すための支援と して必要である。
　 なお、 当該事業は、 創業者支援(輩出)を目的に、 堺市、 当所、 ㈱さかい新事業創造センター、 (公財)
堺市産業振興センターと 連携するこ と により 、 経済産業省等から産業競争力強化法に基づいて認定を受
けた「 創業支援事業計画」 内に位置付けられている。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( a ) 【 商1 7番】 起業家の育成、 創業の促進支援事業の府施策連携と して実施する。
(ｃ ） 堺市と 連携し、 広報誌でＰ Ｒ を行う 。
( d)当所における創業支援の周知を図り 、 経営指導員が継続して相談・ 支援を実施していく 。

堺市内外の創業検討者。 将来に創業を行いたいと の希望は持っているものの、 何から始めたらいいのか、 どのよう な

準備が必要であるかと いう 創業の基礎知識が不足しており 、 創業への一歩が踏み出せていない者。 また、 創業準備を

一通り 終えている方には、 準備状況の再確認の場と して当セミ ナーを活用してもら う 。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

■1回目

日時　 　 令和7年７ 月1 9日（ 土） 1 3 :0 0～1 6 :3 0

テーマ　 私の夢を仕事に！女性創業応援セミ ナー＆交流会

 場所　 　 当所２ 階大会議室・ オンライン        参加者　 2 4名

内容　 　 女性を対象と した創業に向けて・ やり たいこ と を見つけるには、 経営者意識を持つ、

　 　 　 　 先輩創業者の体験談等

■2回目

日時　 　 令和8年2月1 4日（ 土） 1 3 :0 0～1 7 :0 0 （ 予定）

テーマ　 創業支援セミ ナー（ 仮称）

場所　 　 当所２ 階大会議室・ オンライン　 　 定員4 0名

内容　 　  創業に必要な手続き、 創業計画書の書き方　 等（ 予定） 　

　 　 　 　 女性創業セミ ナーについては参加者数が少なかったため、 令和８ 年度はテーマを変え、

　 　 　 　 需要に合わせて実施していく

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

創業を検討している初心者を対象に、 創業に対する心構えや事業アイデアの整理方法、 創業までの基本的な流れを分

かり やすく 解説する。 具体的には、 自身の強みや経験を踏まえた事業アイデアの固め方、 ターゲッ ト 設定、 簡易的な

収支イメ ージの作り 方に加え、 開業届の提出や各種許認可など創業に必要な基礎知識を学ぶ。 また、 創業後を見据え

た初期の売上づく り の考え方についても触れ、 参加者が「 何から始めればよいか」 を具体的にイメ ージできる構成と

する。 あわせて個別相談の案内を行い、 参加者の状況に応じた継続的な支援につなげる。

事業手法： 人材育成型

開催時期： 令和8年7月上旬～下旬の土曜又は日曜日

場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

内　 　 容： 創業の心構え、 アイデアの固め方、 創業に必要な手続き、 創業のために何から始めればいいのか、 売上づ

く り 等を中心に行う 。

定　 　 員： 8 0名

想定する実施期間 H1 3 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 創業準備セミ ナー 事業番号 4 新規/継続 継続



5－4． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

1 ,6 1 6 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 1 ,5 2 8 ,0 0 0 8 0

1 ,6 1 6 ,0 0 0 1 .0 0 1 ,5 2 8 ,0 0 0 8 8 ,0 0 0 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 8 8 ,0 0 0 負担金の積算 @1 ,1 0 0円×8 0名＝8 8 ,0 0 0円

標準事業費 補助率

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 8 0 1 .0 0 1 ,6 1 6 ,0 0 0

合計 8 0 1 ,6 1 6 ,0 0 0



5－5． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 2 年目

○ ○ ○

社

社数値目標 3 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒ 過去の実績をも と に算出。 商工会議所報への掲載広告、 当所ウェブサイ ト ・
f a cebook、 各機関メ ールマガジン、 DM発送により 周知に努める。

3 2

主な支援対象企業
の変化

代表指標 大阪府「 超簡易版BCP『 これだけは！』 シート 」 作成件数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-1 2 BCP・ BCMの普及促進及び策定支援 Ｂ Ｃ Ｐ

事
業
の
概
要

事業概要
自然災害などの緊急事態発生時、 事業を早期復旧し継続を可能にするには、 Ｂ Ｃ Ｐ の策定が重要であ
る。 しかし 、 中小企業において、 必要性を理解していない事業所が多く 、 啓発活動と 策定支援を図るべ
く セミ ナー等を開催。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

近年、 堺市内でも台風や線状降水帯による被害・ 感染症による急な休業等により 、 BCP策定はますます
重要度を増している。 昨今の経営環境を取り 巻く 脅威は、 大規模な被害が想定される南海ト ラフ地震な
どの自然災害、 情報セキュリ ティ 事故、 感染症発生など様々存在するため、 突然襲ってく る脅威の影響
を最小限に抑え、 速やかに事業を復旧・ 継続させるためにはBCPの策定が欠かせない。 しかし 、 BCP策
定率は低く 、 未だ策定が進んでいない企業が多い状況にある。 そこで中小・ 小規模事業者に、 まずは
BCP策定の必要性を認識しても らい、 策定支援につなげていく こ と を目的と する。
なお、 令和2年に堺市と 共同で事業継続力強化支援計画を作成し認定を受けた。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( a ) 【 商1 2番】 大阪府のＢ Ｃ Ｐ ・ Ｂ ＣＭの普及促進並びに大阪府商工会連合会のＢ Ｃ Ｐ 策定支援事業を有効活用し、

参加者にＢ Ｃ Ｐ の策定を促す。

(c)事業継続力強化支援計画の一環と して、 堺市と 連携して実施する。

(d)Ｂ Ｃ Ｐ への関心を高め、 策定支援企業の相談対応、 専門家の紹介支援を行う 。

堺市内を中心と したBCP未策定の中小企業。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

「 基礎からわかる事業継続計画(BCP)策定セミ ナー」
　 開催日： 令和7年9月2 2日（ 月）
　 開催場所： 当所2階大会議室
　 参加社数： 2 4社
参加企業がBCP策定について認知や関心を高め、 簡易版BCPを策定するこ と ができた。 しかし 、 事業継
続力強化計画やBCP策定まで至っている企業が少ないこ と が現状である。 また、 令和7年度は目標に未達
であったため、 今後はさ らにBCPの重要性や策定の必要性を訴求し、 窓口での案内を重点的に行う など
広報活動の方針を検討していく 必要がある。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

【 Ｂ Ｃ Ｐ （ 事業継続計画） セミ ナー】
事業手法： 人材育成型
開催時期： 令和8年8月から 9月頃予定
場　 　 所：  堺商工会議所会議室
内　 　 容： BCP(事業継続計画)セミ ナー　
Ｂ Ｃ Ｐ についての基礎知識、 Ｂ Ｃ Ｐ における様々な脅威、 BCP策定のポイント などの解説、 Ｂ Ｃ Ｐ 発動
事例や大阪府等の支援制度の紹介を行う 。 また、 実際にＢ Ｃ Ｐ の作成等を実感しても ら う べく 、 大阪府
作成の「 超簡易版BCP『 これだけは！』 シート 」 を使用したセミ ナー内での実習形式での解説を行い、
支援制度利用を促す。
【 事業継続力強化計画策定支援】
事業手法： ハンズオン型支援
内　 　 容： 事業継続力強化計画の策定に向けて、 年間2社を対象に訪問・ 窓口等による個別支援を実施す
る。

想定する実施期間 H2 7 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 BCP策定支援事業 事業番号 5 新規/継続 継続



5－5． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

別紙： 積算根拠と なる支援対象企業数と 支援対象企業の変化について

社

社

社

社

【 備考】

※別添で補足する内容があれば添付してく ださい。

支援対象企業の
変化

指標 BCP又は事業継続力強化計画の作成件数 数値目標 2

その他目標値

目標値の内容⇒

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

会報、 セミ ナー等を通じて案内し、 個別支援先を確保する。

2

事
業
の
目
標
①

その他目標値

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

支援対象企業の
変化

指標 大阪府「 超簡易版BCP『 これだけは！』 シート 」 作成件数 数値目標 3 0

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒
【 Ｂ Ｃ Ｐ （ 事業継続計画） セミ ナー】
過去の実績をも と に算出。 商工会議所報への掲載広告、 当所ウェブサイ ト ・
f a cebook、 各機関メ ールマガジン、 DM発送により 周知に努める。

3 0

（ ①市町村等＋②受益者負担）

8 0 8 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 8 0 8 ,0 0 0 3 2

8 0 8 ,0 0 0 1 .0 0 8 0 8 ,0 0 0 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

1 0 1 ,0 0 0 2 1 .0 0 2 0 2 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 3 0 1 .0 0 6 0 6 ,0 0 0

合計 3 2 8 0 8 ,0 0 0



5－6． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 4 年目

○ ○ ○

社

社

社

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円6 0 6 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 3 0 1 .0 0 6 0 6 ,0 0 0

合計 3 0 6 0 6 ,0 0 0

数値目標 5

その他目標値
目標値の内容⇒

本セミ ナー受講後の個別相談会を通じて、 継続的に大阪産業局などで個別相談の活用に繋げていく 。
5

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
　 過去の実績を考慮し、 3 0社の参加を目標と する。 当所所報・ ＨＰ 、 堺市広報誌へ
の掲載、 ＤＭ配布及び関係機関ＨＰ 等に加えて府メ ルマガを活用するなど積極的な募
集を行う 。 また、 当所に貿易登録を行っている事業所（ 約1 5 0社） への案内周知を行
う など集客に努める。

3 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 海外展開を具体的に検討し、 個別相談を行う 企業数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-7 海外ビジネス展開希望企業の発掘・ 支援事業 販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
　 域内中小企業が海外展開を図る上で、 有効な各国経済情勢等の情報を提供すると と もに、 進出にあた
り 活用可能な大阪府施策を紹介。 その活用を促進するセミ ナー・ 個別相談会を開催するこ と で、 中小企
業の海外展開を支援する。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

　 当所では、 地元企業の海外展開支援と して年間約3 ,0 0 0件余り の貿易証明発給業務を行っている。 件
数が減少しているのはコロナ禍後の景気低迷からの中国経済の縮退や原材料・ 燃料費の高騰による物価
高の影響が大きいと 考えられる。 しかし 、 国内において人口減少や市場縮小が進む中、 中小企業におい
ては成長著しいアジア等の市場に向け、 販売チャンネルを獲得していく こ と は非常に重要である。 先行
きの不透明な世界情勢の中で、 域内中小企業が今後海外展開を図るにあたって、 オンライン等を活用し
た多様な商談・ 販売戦略が必要と なるこ と から 、 大阪府等と の連携のも と 、 中小企業の海外展開に向け
た環境づく り を支援する。
　 経営支援を通じて、 「 海外展開における注意点」 、 「 取引先の社会情勢やト レンド 、 海外展開のノ ウ
ハウ」 、 「 各種支援施策に関する情報提供等の支援」 、 「 海外企業情報の収集方法」 等を要望する声を
多数受けている。 また、 令和６ 年度開催したセミ ナーにおいても 、 約9割の受講者が「 参考になった」 と
回答するなど、 海外展開に対するニーズは高いと 考える。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( a ) 【 商7番】 海外ビジネス展開希望企業の発掘・ 支援事業において、 セミ ナー内で大阪府施策を紹介する機会を設

けるこ と で、 その普及・ 啓発を図る。

(c)堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

(d)セミ ナーを通じて海外展開に向けた課題を顕在化させ、 経営相談による継続的な伴走支援に繋げていく 。

　 海外展開を検討しつつ、 自社では有効・ 的確な情報やネッ ト ワーク 、 具体的なアクショ ンに向けたノ
ウハウを有していない中小・ 小規模事業者。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

　 令和６ 年度では、 JETROが提供する「 輸出支援プログラム」 をテーマと して、 ハイブリ ッ ド 形式で令
和７ 年2月５ 日（ 水） にセミ ナーを開催し、 2 6社の参加を得た。 また、 セミ ナー終了後、 （ 公財） 大阪
産業局国際ビジネスサポート センターから派遣されたコーディ ネータと 5社の参加企業と が面談を行い、
各社の現状に合った海外展開を図るための知識を深めていただく 場と なった。
　 令和7年度は、 令和8年3月1 2日（ 木） にJETROや大阪府の提供する海外展開支援の解説や中小企業の
海外展開の展望についての講演を含んだセミ ナーをハイブリ ッ ド 形式で開催し、 セミ ナーの後には、 大
阪産業局の協力を得て個別相談会を開催する予定。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

【 セミ ナーの開催及び相談会の開催】
【 事業手法】 人材育成型
【 実施時期】 令和９ 年２ ～３ 月頃開催予定
【 実施場所】 堺商工会議所　 大会議室
【 実施方法】 対面と オンラインのハイブリ ッ ド 形式
【 実施内容】
①講師： JETRO大阪 担当者 ➡ 国際化戦略を含め海外貿易取引や進出事例等の紹介や、 海外展開におけ
るビジネスチャンス、 リ スク 、 マーケッ ト リ サーチ及び計画の進め方等に関するポイント を紹介する。
②講師： 海外取引や貿易手続きに精通した民間企業 担当者 ➡ 諸外国の最新の経済動向や最近の海外展
開の手法を紹介する。
③講師： 大阪府担当者 ➡ 大阪府・ 大阪産業局、 国際ビジネスサポート センターや各種機関等と 連携し、
中小小規模事業者のニーズに応じた支援策を紹介する等、 より 実践的な支援へ誘導する。
事業終了後は、 セミ ナー参加企業への個別相談会を実施するなど、 よ り 内容の濃い支援に繋げる。

想定する実施期間 H2 5 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 中小企業の海外展開支援セミ ナー 事業番号 6 新規/継続 継続



5－6． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 6 0 6 ,0 0 0 3 0

6 0 6 ,0 0 0 1 .0 0 6 0 6 ,0 0 0 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－７ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

3 年目

　 ○ ○

社

％

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円6 ,0 6 0 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

5 0 ,5 0 0 1 2 0 1 .0 0 6 ,0 6 0 ,0 0 0

合計 1 2 0 6 ,0 6 0 ,0 0 0

数値目標 2 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
設定： 中心市街地（ 堺東駅から堺駅） で営業する飲食店
募集： 当所会員への会報誌を通じた案内のほか、 堺市広報への掲載、 当所HPや同イ
ベント 専用HPへの情報掲出、 後援・ 協力・ 連携企業・ 団体を通じて案内し、 募集を
行う 。

1 2 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 イベント 実施時の来店客数の増加率

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
中心市街地に店舗を構える飲食店に向けて、 イベント を実施する事で、 消費喚起と 新たな販路開拓の促
進を図る。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

中心市街地の飲食店は、 食事提供だけでなく 、 地域交流の拠点と なり 、 イベント 開催や情報発信の場を
提供し、 多様な都市機能の一部と して賑わいを創出し、 地域住民や来訪者の満足度を高めると いう 多岐
にわたる重要な役割を担っている。 しかし 、 物価上昇の影響により 消費意欲が大幅に減退している。 そ
の中で、 堺駅周辺では、 なにわ筋線の開通を控えインバウンド 客を呼び込む取組みが行われ、 堺東駅周
辺では、 男性音楽ユニッ ト （ コブク ロ ） が商店街に新たな賑わいを創り 出す取組が行われている等、 好
転の兆しもある。 そこで、 本事業を行う こ と で、 消費喚起と 販路開拓に繋げる。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( c)堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

(d)販路開拓支援以外にも金融や税務相談など、 多面的に支援するこ と ができる。

堺市中心市街地（ 堺東駅～堺駅エリ ア） に店舗を構える中小・ 小規模飲食事業者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

（ 実施内容・ 実施数値）
開催時期： 令和７ 年 ８ 月 ７ 日～９ 月３ ０ 日　 参加店舗： ４ ８ 社

開催時期： 令和７ 年 ８ 月1 8日～８月２ ４ 日　 参加店舗： ６ 6社

 
（ 改善点）
一定数参加予定であるが、 次年度も参加店舗数の維持若しく は更なる拡大に繋がるよう 、 内容をブラッ
シュアッ プする。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

堺市中心市街地（ 堺東駅～堺駅エリ ア） にある飲食事業者を中心と した店舗回遊型フード フェスタを開
催する。

《 実施手法》 販路開拓型
《 事業名称》 中心市街地フード フェスタ （ 仮称）
《 実施時期》 令和8年6月～令和9年2月頃に実施予定
《 実施内容》 事前にチケッ ト を発行し、 参加店舗がフード フェスタ特別メ ニューを用意。
　 　 　 　 　 　 参加者は購入チケッ ト で飲食する。
《 支援対象》 堺市中心市街地内（ 堺東～堺駅エリ ア） で営業する中小・ 小規模飲食事業者
　 　 　 　 　 　 （ 1 2 0社・ 店）

想定する実施期間 R6 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 中心市街地フード フェスタ 事業番号 1 8 新規/継続 継続



5－７ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 3 ,0 3 0 ,0 0 0 1 2 0

6 ,0 6 0 ,0 0 0 0 .5 0 3 ,0 3 0 ,0 0 0 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－８ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

2 年目

○ ○

社

%

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円6 0 6 ,0 0 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 3 0 1 .0 0 6 0 6 ,0 0 0

合計 3 0 6 0 6 ,0 0 0

数値目標 7 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒ メ ンタルヘルス対策に関心をもっている企業　 計3 0社
募集方法： 当所の会報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジン、 各種ホーム
ページ、 S NS、 窓口相談の来客への案内等3 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 メ ンタルヘルス対策への取り 組みを検討した企業の割合

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 人材育成・ 労務

事
業
の
概
要

事業概要
人事担当者や経営者を対象に、 従業員の定着を目的と して、 メ ンタルヘルス対策セミ ナーを行う 。 セミ
ナーを通じて従業員のメ ンタルヘルス対策や休職者への対応を学ぶ。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

【 事業の目的】
厚生労働省によると 、 メ ンタルヘルス不調で１ カ月以上休業・ 退職した労働者のいる事業所割合は
1 0 .1％であり 、 社会全体的にも メ ンタルヘルス対策は重要な課題と なっている。 しかし 、 メ ンタルヘル
ス対策を行っていない企業は多く 、 支援が必要になっている。

【 企業ニーズ】
企業がメ ンタルヘルス対策を行う こ と で、 従業員の定着率の上昇、 労働災害の防止、 生産性の向上や働
きやすい環境を作るこ と ができる。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

（ ｃ ） 堺市と 連携し、 広報誌でPRを行う

（ ｄ ） 当所におけるメ ンタルヘルス対策の周知を図り 、 経営指導員が継続して相談・ 支援を実施していく 。

メ ンタルヘルス対策に関心をもっている企業

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

タイ ト ル： 中小企業のためのメ ンタルヘルス対策セミ ナー 
　 　 　 　 　 　 職場のメ ンタル不調の支援や対応のあり 方
日　 時： 令和7年1 1月1 9日（ 水） 1 4 :0 0～1 6 :0 0
場　 所： 堺商工会議所２ 階大会議室（ オンライン同時開催）
参加企業： 4 0社

例年集客に苦戦するテーマであり 、 会場出席が極端に少なく 、 令和6年度の会場出席は6名にと どまった
が、 広報の手法やチラシデザインの一新、 訴求力のあるテーマの設定、 お話しの上手な講師の選定など
工夫するこ と によって、 令和7年度の会場出席は3 3名になり 5倍超と なった。 セミ ナーの成否は、 訴求力
のあるテーマの設定、 講師の選定が鍵であると の認識で今後も取り 組んでいく こ と が肝要。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

事業手法： 人材育成型
対象： メ ンタルヘルス対策に関心のある経営者・ 人事担当者
内容： 医師等の専門家を講師と して、 メ ンタルヘルス対策の概要、 事例、 対応等を解説。
開催時期： 令和８ 年1 0月～1 2月頃
場所： 堺商工会議所・ オンラインも同時開催

想定する実施期間 R7 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 経営者・ 人事担当者向けメ ンタルヘルス対策セミ ナー 事業番号 1 9 新規/継続 継続



5－８ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 3 0 3 ,0 0 0 3 0

6 0 6 ,0 0 0 0 .5 0 3 0 3 ,0 0 0 円）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－９ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

3 年目

　 ○ ○

社

％

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

2 ,4 2 4 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 1 ,2 1 2 ,0 0 0 1 2 0

2 ,4 2 4 ,0 0 0 0 .5 0 1 ,2 1 2 ,0 0 0 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 1 2 0 1 .0 0 2 ,4 2 4 ,0 0 0

合計 1 2 0 2 ,4 2 4 ,0 0 0

数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
過去に当所独自で実施したセミ ナー・ 説明会の実績をも と に算出。
商工会議所報への掲載広告、 当所ウェブサイ ト ・ f a cebook、 各機関メ ールマガジ
ン、 DM発送により 周知に努める。1 2 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標
講演会を通じて、 堺市の歴史・ 文化などの魅力を今後のビ
ジネス（ 接客や商談） に活用を検討する企業の割合

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
堺市内の各個店へ来店する観光客等に堺の魅力をPRする事を通じて販路開拓に繋げるために講演会を開
催。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

令和7年4月から半年間に渡り 開催された2 0 2 5年大阪・ 関西万博は、 日本全国だけでなく 世界中から観
光客が大阪に集中し、 万博開催地に隣接している政令指定都市の堺市にも 、 多く の観光客が訪れた。 万
博開催は、 堺の魅力を全国的・ 世界的に発信する絶好の機会と なったが、 閉幕後も堺市内事業所の中に
は、 「 堺に住んでいる、 も し く は堺に事業所を構えているが堺市の歴史・ 文化に詳しく ない者」 も多
く 、 堺市の魅力発信の機会を喪失してしまう 可能性がある。 そこで、 ビジネス（ 接客や商談） に活用又
は、 発信できる堺の魅力を習得するこ と で、 ビジネスチャンスの獲得につなげる。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( c)堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

(d)セミ ナーで得た知識を個々の商売に活かせるよう 、 経営相談による継続的な伴走支援に繋げていく 。

堺市内の中小・ 小規模事業者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

（ 実施内容・ 実施数値）
開催時期： 令和７ 年５ 月1 9日（ 月） 　 参加者： 1 0 1社1 1 3名

（ 改善点）
一定数の参加者があったが、 次年度も参加者数の維持若しく は更なる拡大に繋がるよう 、 内容や時期を
ブラッ シュアッ プする。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

《 事業手法》 人材育成型
《 事業名称》 堺の魅力を知る講演会
《 実施時期》 令和8年４ 月～８ 月頃に実施予定（ 計1回）
《 実施場所》 堺商工会議所会議室（ オンラインも検討）
《 実施方法》 対面（ オンラインも検討）
《 実施内容》 堺市内の中小・ 小規模事業者を対象に、 出張先での商談時や顧客と の接客時で使える等、
ビジネスに活かせる堺市の魅力や歴史・ 文化をテーマに講演会を開催。

想定する実施期間 R6 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 堺の魅力を知る講演会 事業番号 2 0 新規/継続 継続



5－１ ０ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 8 年目

○ ○ ○

社

％

名

数値目標 1 0

その他目標値

目標値の内容⇒

1出展企業・ 団体あたり 約3 0 0名（ 会期2日間） の来客を想定。
2 7 ,9 0 0

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
設定： 令和７ 年度出展実績に基づく 。
募集： 当所会員への会報誌を通じた案内のほか、 堺市広報への掲載、 当所HPや同イ
ベント 専用への情報掲出、 後援・ 協力・ 連携企業・ 団体を通じて案内し、 募集を行
う 。

9 3

主な支援対象企業
の変化

代表指標 イベント 終了後の新規顧客・ 売上の増加率

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
地元堺の和・ 洋菓子やこだわり の料理などのグルメ 、 伝統産業をはじめ、 地元企業・ 商店の“ 逸品” 等
を一堂に集める展示即売会を通じて、 堺の素晴らしさを発信すると と もに、 新たな販路開拓促進を図
る。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

地域には『 こだわり のメ ニューを提供する飲食店』 や、 『 特徴ある自社製品（ 商品） を取扱う 中小・ 小
規模事業』 が多数存在する。 これらは広域からの集客を期待できる地域資源と 考えているが、 自社・ 店
単独では広域PRを展開する場やノ ウハウを有していないため、 販売機会を逸しているケースが多い。 そ
こで、 これら事業者の販路開拓支援を通じて、 地域活性化を推進していく 。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( b)高石商工会議所と 連携のう え実施。

(c)堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

(d)イベント 当日までには、 取扱商品のチェッ クなど出展企業と は頻繁にやり 取り を行う こ と になるため、 出展企業

の特長を十分に理解するこ と ができる。 そのため、 販路開拓支援以外にも金融や税務相談など、 多面的に支援するこ

と ができる。

・ こ だわり のメ ニューを提供する中小・ 小規模飲食事業者
・ こだわり のスイーツを取扱う 中小・ 小規模小売事業者
・ 伝統産品や自社製品（ 商品） を取扱う 中小・ 小規模卸小売事業者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

（ 実施内容・ 実施数値）
過去５ 年間の出展企業と 来場者数の推移を記載。
令和3年度　   出展企業6 8社　 来場者1 6 ,0 0 0名コロナ禍の影響により 、 一部規模を縮小しての開催。
令和4年度　   出展企業9 0社　 来場者1 6 ,0 0 0名
令和5年度　   出展企業8 4社　 来場者1 7 ,0 0 0名
令和6年度　   出展企業8 3社　 来場者1 7 ,0 0 0名
令和7年度　   出展企業9 3社　 来場者1 4 ,0 0 0名（ 2日目が雨天のため客足が伸び悩んだ。 ）

（ 改善点）
出展企業の業種にばらつきがあるこ と もあり 、 出展企業全社の満足度の向上を図るには、 来場者増加に
向けた更なる取り 組みが必要である。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

《 事業手法》 販路開拓型
《 事業名称》 メ イ ド インさかいフェア
《 実施時期》 令和８ 年1 1月頃に実施予定（ 計1回）
《 実施場所》 堺商工会議所、 及び堺市産業振興センターイベント ホール等
《 実施内容》 支援対象事業者が消費者に対し、 自社商材をPR及び販売できる展示即売（ B to C） を開催
する。 出展者について、 令和8年4月から出展募集を開始、 来場募集を経て1 1月の開催を目指す。
《 実施方法》 対面
《 支援対象》
　 ・ こ だわり のメ ニューを提供する中小・ 小規模飲食事業者（ 2 0社・ 店）
　 ・ こ だわり のスイーツを取扱う 中小・ 小規模小売事業者（ 1 5社・ 店）
　 ・ 伝統産品や自社製品（ 商品） を取扱う 中小・ 小規模卸小売事業者（ 5 8社・ 店）
　 ※来場者増加に向け、 w eb広告やインスタグラムなどのＳ ＮＳ 広告等、 w eb上での広報を強化し、 出
展企業の満足度向上を図る。

想定する実施期間 H2 1 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 飲食店・ 地場製品等域内資源の活性化支援事業 事業番号 7 新規/継続 継続



5－１ ０ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

1 8 ,7 8 6 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 8 ,7 8 7 ,0 0 0 8 9

高石商工会議所には、 6 0 6 ,0 0 0円配分
し、 残り は堺に配分する。

高石商工会議所

1 8 ,7 8 6 ,0 0 0 0 .5 0 9 ,3 9 3 ,0 0 0 1 ,8 6 0 ,0 0 0 円）

6 0 6 ,0 0 0 4

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 1 ,8 6 0 ,0 0 0 負担金の積算 　 ＠2 0 ,0 0 0×9 3社・ 店

標準事業費 補助率

5 0 ,5 0 0 2 7 ,9 0 0 0 .0 1 1 4 ,0 8 9 ,5 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

5 0 ,5 0 0 9 3 1 .0 0 4 ,6 9 6 ,5 0 0

合計 2 7 ,9 9 3 1 8 ,7 8 6 ,0 0 0



5－１ １ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 7 年目

○ ○ ○

社

件

社

数値目標 4 0 0

その他目標値

目標値の内容⇒ 商談会において、 出展企業に対するアプローチシート （ 企業概要、 PR、 設備などを
記入した申込書、 も し く はそれに準じたもの） を掲出するこ と で、 支援対象事業者間
の情報交換・ 連携を促進する。6 0

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
過去の開催実績及び広域連携を考慮して算出。 募集については、 当所会員への案内の
ほか、 堺市広報誌、 後援・ 協力企業・ 団体を通じての案内、 ホームページへの情報掲
出等にて行う 。

1 5 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 商談件数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要 中小ものづく り 企業を対象に、 オープン型のマッチング商談会を開催し、 販路開拓の機会創出を行う 。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

昨今、 景気の先行きに明るい兆しが見え始めているが、 その波及効果が、 独自に技術開発と 市場開拓に
取り 組む小規模事業者等にまで十分に及んでいると は言い難い。
この状況を鑑み、 実効性の高い取引機会の創出のため、 中堅・ 中小企業ものづく り 企業が発注側企業と
して出展し、 中小ものづく り 企業が受注側企業と して来場する商談会を開催する。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( b)高石・ 和泉・ 泉大津・ 岸和田・ 貝塚・ 泉佐野・ 八尾の各商工会議所と 連携するこ と によって効果的に来場企業を

募集する。

(c)出展企業集めにおいて、 堺市のサポート を得て中堅・ 中小企業ものづく り 企業を誘致する。 併せて来場企業募集

についても連携する。

(d)受付段階で、 対応できる技術等の企業情報や、 その来場企業の概要が明確に分かるこ と から 、 事後の経営指導員

による販路拡大のための支援、 企業紹介等を行う こ と が容易になる。

域内の中小・ 小規模のものづく り 企業。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

（ 実施内容・ 実績数値　 1 2月末現在）
令和7年度は、 市域中小企業や出展企業の状況を鑑み、 事前予約型による商談会を実施
第1回目： 令和7年5月1 3日・ 1 4日　  　 　 出展企業は1社、 来場企業数は2 0社、 商談件数は2 0件
第2回目： 令和7年5月2 3日　 　 　 　   　 　 出展企業は1社、 来場企業数は   9社、 商談件数は  9件
第3回目： 令和7年7月2 9日・ ８ 月８ 日　   出展企業は1社、 来場企業数は 1 9社、 商談件数は1 9件
第4回目： 令和7年9月2 9日　    　 　 　 　    出展企業は1社、 来場企業数は   5社、 商談件数は  5件
第5回目： 令和7年1 1月1 2日　    　 　 　 　 出展企業は1社、 来場企業数は    8社、 商談件数は  8件
第6回目： 令和７ 年1 2月9日　 　 　 　 　 　 出展企業は1社、 来場企業数は6社、 商談件数は6件
第7回目： 令和7年1 2月1 6日　 　 　 　 　 　 出展企業数は1社、 来場企業数は1 0社、 商談件数は1 0件
（ 改善点）
今回、 事前予約型の商談会の開催にあたり 、 出展企業の獲得に苦戦した。 今後事前予約型を開催すると
きは、 随時出展できる可能性のある企業を事前にリ スト アッ プしておく 必要がある。 開催後の商談状況
アンケート や個別ヒ アリ ング結果によると 、 成約に至っていない企業も見受けられ、 成約率向上のた
め、 来場企業に対して事前準備や商談後のアプローチ等の必要性を促す等の対策が必要である。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

①オープン型商談会の実施
≪実施時期≫　 令和8年6月～令和8年9月（ 予定）
≪実施場所≫　 堺商工会議所 大会議室
≪実施方法≫　 対面
≪実施内容≫
金属加工・ 一般機械器具・ 樹脂加工部品およびそれらの複合加工部品等の発注を目的と する中堅・ 中小
ものづく り 企業（ 2 0社程度） が、 事前に発注内容をホームページ等で提示した上で、 商談会にブース出
展する。
来場する大阪府内の中小ものづく り 企業からは、 事前にアプローチシート （ 企業概要、 Ｐ Ｒ 、 設備など
を記入した申込書） を提出しても らい、 商談希望企業を提示しておく 。 出展企業は、 商談を希望してい
る中小ものづく り 企業のアプローチシート を事前に確認しておき、 当日の商談会がスムーズに運ぶよう
にする。 また、 当日は来場企業のPRコーナーを設置するこ と で、 来場企業同士の新たな取引、 技術連携
及び交流を図る。

②自社Ｐ Ｒ シート の作成支援
《 実施内容》
上記、 オープン型商談会の会場内で、 来場した支援対象事業者同士が各社技術情報を交換できるシート
を作成・ 掲出するにあたっての支援を行う こ と で、 よ り 幅広い商談機会を創出する。

想定する実施期間 H2 2 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 ものづく り 企業商談会 事業番号 8 新規/継続 継続



5－１ １ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

円

円

円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

泉佐野商工会議所 2 5 0 ,0 0 0 5

八尾商工会議所 2 5 0 ,0 0 0 5

岸和田商工会議所 2 5 0 ,0 0 0 5

貝塚商工会議所 2 5 0 ,0 0 0 5

（ ①市町村等＋②受益者負担）

9 ,0 9 0 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 5 ,0 6 7 ,5 0 0 1 1 5

標準事業費の内、 高石、 泉大津、 和
泉、 岸和田、 貝塚、 泉佐野、 八尾へ
は、 一律2 5 0 ,0 0 0円を配分し、 残り を
堺に配分。

高石商工会議所

9 ,0 9 0 ,0 0 0 0 .7 5 6 ,8 1 7 ,5 0 0 円）

2 5 0 ,0 0 0 5

泉大津商工会議所 2 5 0 ,0 0 0 5

和泉商工会議所 2 5 0 ,0 0 0 5

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

5 0 ,5 0 0 6 0 0 .5 0 1 ,5 1 5 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

5 0 ,5 0 0 1 5 0 1 .0 0 7 ,5 7 5 ,0 0 0

合計 2 1 0 9 ,0 9 0 ,0 0 0



5－１ ２ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 7 年目

「 人材交流」 ➡ ①、 ④
「 人材育成」 ➡ ②、 ③、 ⑤、 ⑥
「 広域連携」 ➡②、 ⑤は、 泉大津、 高石、 和泉と 連携。
　 　 　 　 　 　 　 ③、 ⑥は、 高石商工会議所、 泉大津商工会議所と 連携して実施。
　 　 　 　 　 　    ④は、 高石商工会議所と 連携、
　 　 　 　 　 　 　 ①は単独開催。

① 求人ネッ ト ワーク事業【 2 5社】

【 実施時期】 令和9年２ 月～3月頃〔 2校（ 予定） で計2回実施〕

【 実施場所】 堺市立堺高等学校・ 大阪府立堺工科高等学校(予定)

【 実施方法】 対面でのみ実施

【 実施内容】 高校生等の若年層の人材を求める中小企業の経営者等が各校を訪問し、 高校2年生等に

                    対し企業説明を行う など、 企業の魅力を伝える機会を設ける。 また、 中小企業の経営者

                    等と 高校の進路指導担当者と の意見交換会を開催し、 高校生等の採用にかかる学校と の

                    強いネッ ト ワークを構築する。

② 管理職向けセミ ナー【 6 5社】

【 実施時期】 令和8年1 0月～1 2月頃開催（ 1回開催）

【 実施場所】 堺商工会議所会議室

【 実施方法】 ハイブリ ッ ド （ 対面、 オンライン） 　

【 実施内容】 現管理職や最近管理職に昇格した方を対象に開催。 管理職と しての考え方や部下への

                  指導法、 課や部においてのマネジメ ント などを学ぶ。 ひいては若手社員の職場定着率

                  向上へと 繋げる。

　 　 　 　 　 ※開催にあたっては、 ＯＳ ＡＫＡしごと フィ ールド の事業説明時間を設け、 参加企業に

                  対し 、 府施策のＰ Ｒ を実施する。

「 人材確保」 「 人材育成」 の観点において、 興味を抱き、 経営維持・ 発展に資する人材の採用やスキル
アッ プを目指す地元中小企業。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

①求人ネッ ト ワーク事業
　 　        【 堺市立堺高等学校】 　 　 　 　  開催日： 令和8年2月６ 日　 開催予定
　 　 　 　 【 大阪府立堺工科高等学校】      開催日： 令和8年2月2 5日　 開催予定

②女性求職者等の採用・ 戦力化支援事業
　 　        開催日： 令和8年2月2 4日 開催予定

③管理職向けセミ ナー
             開催日： 令和7年1 1月2 5日　 　 参加数： 6 4社

④経営者層・ 幹部候補向けセミ ナー
　 　 　 　 開催日： 令和7年1 2月1 0日　 参加数： 5 3社

⑤企業×大学キャリ アセンター交流会
　 　 　 　 開催日： 令和８ 年3月1 3日 開催予定

⑥中堅社員セミ ナー
             開催日： 令和7年7月9日　 　 参加数： 5 5社

⑦ 人材確保セミ ナー
             開催日： 令和7年9月1 2日　 　 参加数： 4 9社

事
業
の
概
要

事業概要
域内中小企業の維持・ 発展を図るため、 「 人材」 の観点により 各種事業を展開する。 さ らに、 人材の
「 確保」 「 育成」 に焦点を絞り 、 体系立てた支援メ ニューを構築するこ と で、 通貫した支援を実施す
る。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

就職内定率は、 こ こ数年、 コロナ禍の影響により 若干減少傾向にあったが、 現在では企業の採用意欲が
急激に高まり 、 一気に売手市場の様相を呈している。 このよう な中、 求職者は、 依然と して、 中小企業
への関心は高く ない状況が続いており 、 中小企業の「 人材確保」 が喫緊の課題と なっている。 加えて、
企業維持・ 発展のため、 更なる生産性向上の観点も非常に重要であるこ と から 、 「 人材育成」 の観点に
おいても支援の必要がある。
ついては、 人材の「 確保」 「 育成」 に焦点を絞った事業を展開する中で、 「 確保」 については内定者の
創出、 「 育成」 では各ステージに合ったスキル習得による社員定着について、 より 一層注力していく 。
人手不足も合いまり 、 中小企業の「 人材確保」 は非常に困難な状況が続いており 、 人材確保の支援ニー
ズは非常に高い。 加えて、 生産性向上が求められる中、 「 人材育成」 の観点も非常に重要であると の認
識を持った中小企業も多い。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

想定する実施期間 H2 2 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 中小企業人材確保支援事業 事業番号 9 新規/継続 継続



5－１ ２ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

○ ○ 　 　

社

社

( b)   中小企業人材確保支援事業の事業（ 5事業の内4事業） を、 地域経済の振興を担う 当所と 泉大津、 高石、

　 　 和泉の商工会議所と が広域連携事業と して実施するこ と により 、 スケールメ リ ッ ト を活かして

　 　 参加企業を募る。 人材（ 従業員） の定着率向上・ 人材育成に関しては、 あらゆる階層を対象と した各

　 　 種セミ ナーを連動させるこ と により 、 相乗効果を高めるよう に工夫する。

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒ ＨＰ ・ 所報付録への掲載。 また、 広域連携事業については、 当所と 泉大津、 高石、 和
泉の各商工会議所が連携し、 スケールメ リ ッ ト を活かした広報活動を展開し、 参加企
業を募る。3 5 5

主な支援対象企業
の変化

代表指標
①求人ネッ ト ワーク事業： 参加企業と 各校と のネッ ト ワー
クが構築されたと する企業数

数値目標 1 0

その他目標値

目標値の内容⇒

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 人材育成・ 労務

( a )  ① 求人ネッ ト ワーク事業　 　 　 　 　  ➡【 労1 1番】 ＜中小企業の社長と 若年求職者の交流事業＞

　 　 ②管理職向けセミ ナー 　 　 　 　 　 　 ➡【 労6番】 ＜若手人材の採用・ 定着支援事業＞

　 　 ③次世代リ ーダー・ 幹部候補向けセミ ナー　 ➡【 労6番】 ＜若手人材の採用・ 定着支援事業＞

　 　 ④企業×大学キャリ アセンター交流会 ➡【 労1 1番】 ＜中小企業の社長と 若年求職者の交流事業＞

　 　 ⑤中堅社員セミ ナー　 　               　 ➡【 労6番】 ＜若手人材の採用・ 定着支援事業＞

　 　 ⑥人材確保セミ ナー　 　 　 　 　 　 　  ➡【 労4番】 ＜中小企業の地域人材確保支援事業＞

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・
どのよう にするのかを明確

に)

③ 次世代リ ーダー・ 幹部候補向けセミ ナー【 6 5社】

【 実施時期】 令和８ 年1 2月～令和９ 年3月頃開催（ 1回開催）

【 実施場所】 堺商工会議所会議室

【 実施方法】 ハイブリ ッ ド （ 対面、 オンライン）

【 実施内容】 全社視点で現状を把握し、 課題を認識し、 課題解決に繋がる経営スキルや経営戦略／

　 　 　 　 　 　 中期経営計画の作成等を理解する。 部下(これから根幹をになっていく 若手社員を中

　 　 　 　 　 　 心)に対してその戦略を徹底して実現させる「 粘り 強い実行力・ 推進力」 と と もに課

　 　 　 　 　 　 題解決に向けた実行力・ 推進力(＝リ ーダーシップ)を身につけ、  ひいては、 若手社員

　 　 　 　 　 　 の職場定着率向上へと 繋げる。

　 　 　 　 　 　 ※開催にあたっては、 ＯＳ ＡＫＡしごと フィ ールド の事業説明時間を設け、 参加企業に対し、

                     府施策のＰ Ｒ を実施する。

④企業×大学キャリ アセンター交流会【 7 0社】

【 実施時期】 令和8年9月～1 0月、 令和9年2月～3月頃（ 令和8年度は2回開催予定）

【 実施場所】 堺商工会議所会議室

【 実施方法】 対面でのみ実施

【 実施内容】 当所近隣大学の就職支援担当者と 企業の採用担当者が情報交換を行う 事で、

　 　 　 　 　 　 大学と の関係性を構築し、 企業の採用活動に繋げる。

⑤ 中堅社員セミ ナー【 6 5社】

【 実施時期】 令和8年6月～8月頃（ 1回開催）

【 実施場所】 堺商工会議所会議室

【 実施方法】 ハイブリ ッ ド （ 対面、 オンライン）

【 実施内容】 若手社員と 管理職の調整役と して活躍が期待される中堅社員に対し、

　 　 　 　 　 　 今後、 管理職へと ステップアップするにあたり 、 必要なマネジメ ント 能力・

　 　 　 　 　 　 コ ミ ュニケーショ ン能力を実習を通して習得する事ができるセミ ナーを実施し、

　 　 　 　 　 　 中堅社員の能力向上を図るこ と で、 社内コミ ュニケーショ ンの円滑化を促し、

　 　 　 　 　 　 若手社員の定着率向上へと 繋げる。

　 　 　 　 　 　 ※開催にあたっては、 ＯＳ ＡＫＡしごと フィ ールド の事業説明時間を設け、 参加企業に

                     対し 、 府施策のＰ Ｒ を実施する。

⑥ 人材確保セミ ナー【 6 5社】
【 実施時期】 令和8年8月～1 0月頃
【 実施場所】 堺商工会議所会議室
【 実施方法】 ハイブリ ッ ド （ 対面、 オンライン）
【 実施内容】 深刻な人手不足に対応する手段と して、 多様な人材の採用・ 定着等について
　 　 　 　 　 　 学ぶセミ ナーを開催する。



5－１ ２ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

① 円 × 社 × ＝ 円

② 円 × 社 × ＝ 円

③ 円 × 社 × ＝ 円

④ 円 × 社 × ＝ 円

⑤ 円 × 社 × ＝ 円

⑥ 円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数 役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 7 ,8 7 8 ,0 0 0 3 0 0 ②、 ⑤について

＠2 0 ,2 0 0×5社分×2回を泉大津、 高石、

和泉へ配分

③、 ⑥について

＠2 0 ,2 0 0×5社分×２ 回を高石、 泉大津へ

配分

④については

＠4 0 ,4 0 0×5社を高石に配分

残り の金額を堺へ配分

泉大津商工会議所

和泉商工会議所 2 0 2 ,0 0 0 1 0

負担金の積算

標準事業費 補助率 （ ①市町村等＋②受益者負担）

9 ,0 9 0 ,0 0 0 1 .0 0 9 ,0 9 0 ,0 0 0 円）

4 0 4 ,0 0 0 2 0

高石商工会議所 6 0 6 ,0 0 0 2 5

9 ,0 9 0 ,0 0 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

合計 3 5 5 9 ,0 9 0 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

4 0 ,4 0 0 7 0 1 .0 0 2 ,8 2 8 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

4 0 ,4 0 0 2 5 1 .0 0 1 ,0 1 0 ,0 0 0



5－１ ２ ． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

別紙： 積算根拠と なる支援対象企業数と 支援対象企業の変化について

社

社

社

社

社

社

社

社

社

社

社

社

※別添で補足する内容があれば添付してく ださい。

その他目標値
目標値の内容⇒

【 備考】

支援対象企業の
変化

指標
若者や女性、 高年齢者、 氷河期世代等の多様な人材の採
用・ 定着等に関する理解を深めるこ と ができた企業数

数値目標 4 5

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
⑤

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒
⑥ 人材確保セミ ナー
ＨＰ ・ 所報付録への掲載。 また、 当所と 泉大津、 高石、 和泉の各商工会議所が連携
し、 スケールメ リ ッ ト を活かした広報活動を展開し、 参加企業を募る。6 5

事
業
の
目
標
④

支援対象企業の
変化

指標 中核人材と なるための基本スキルを習得できた企業数 数値目標 4 5

その他目標値
目標値の内容⇒

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒ ⑤ 中堅社員セミ ナー
ＨＰ ・ 所報付録への掲載。 また、 当所と 泉大津、 高石、 和泉の各商工会議所が連携
し、 スケールメ リ ッ ト を活かした広報活動を展開し、 参加企業を募る。6 5

事
業
の
目
標
③

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒
④  企業×大学キャリ アセンター交流会
当所と 高石、 和泉の各商工会議所が連携し、 人材確保支援事業に参画した企業や堺技
衆企業、 各市所在企業、 そして地元で頑張っている魅力的な企業で、 採用に意欲のあ
る中小企業を募る。7 0

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒
③次世代リ ーダー・ 幹部候補向けセミ ナー
ＨＰ ・ 所報付録への掲載。 また、 当所と 泉大津、 高石、 和泉の各商工会議所が連携
し、 スケールメ リ ッ ト を活かした広報活動を展開し、 参加企業を募る。6 5

支援対象企業の
変化

指標
経営スキルの習得、 経営戦略の重要性等課題解決に向けた
リ ーダーシップを習得できた企業数

数値目標

支援対象企業の
変化

指標
新たに大学と の繋がり が持て、 今後の採用活動に役立つと
される企業数

数値目標 5 0

4 5

その他目標値
目標値の内容⇒

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒ ② 管理職向けセミ ナー
ＨＰ ・ 所報付録への掲載。 また、 当所と 泉大津、 高石、 和泉の各商工会議所が連携
し、 スケールメ リ ッ ト を活かした広報活動を展開し、 参加企業を募る。6 5

事
業
の
目
標
①

その他目標値

支援対象企業の
変化

指標
管理職と しての考え方や部下への指導法について基本スキ
ルを習得できた企業数

数値目標 4 5

その他目標値
目標値の内容⇒

支援対象企業の
変化

指標
参加企業と 各校と のネッ ト ワークが構築されたと する企業
数

数値目標 1 0

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒ ① 求人ネッ ト ワーク事業
ＨＰ ・ 所報付録への掲載し、 参加企業を募る。

2 5



5－1 3． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 8 年目

○ ○ ○

社

件

件

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円5 ,0 5 0 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

5 0 ,5 0 0 1 0 0 1 .0 0 5 ,0 5 0 ,0 0 0

合計 1 0 0 5 ,0 5 0 ,0 0 0

数値目標 1 0 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
過去の開催実績を基に算出。 募集については、 当所会員への案内のほか、 堺市広報
誌、 協力団体等を通じての案内、 ホームページへの情報掲出等にて行なう 。

1 0 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 商談件数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
自社商品を取り 扱う 中小規模の企業を対象に、 事前予約型のマッチング商談会を開催し、 販路開拓の機
会創出を行う 。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

魅力的な商品を取扱っていながら 、 営業力や販売ルート が不足しているため、 新たな取引先を開拓でき
ない中小・ 小規模事業者が多数存在する。 これら事業者を対象に、 大手小売店等をブース出展者と した
商談会を開催し、 新規販売ルート の創出と いった支援を行う と と もに、 域内経済の活性化を図る。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( b)高石・ 和泉・ 泉大津・ 岸和田・ 貝塚・ 泉佐野・ 八尾の各商工会議所と 連携するこ と によって効果的に来場企業を

募集する。

(c)域内の逸品を発掘し、 これを堺市と 協力して全国に売り 出していく きっかけと する。

(d)取扱商品等の企業情報が盛り 込まれた申込み用紙の受付段階で、 その来場企業のイチオシ商品が明確に分かるこ

と から 、 事後の経営指導員による販路開拓支援、 企業紹介等を行なう こ と が容易になる。

自社商品を取り 扱う 中小・ 小規模事業者。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

（ 実施内容・ 実績数値）
令和7年度は、 市域中小企業や出展企業の状況を鑑み、 オープン型による自社商品売込み商談会を実施
令和7年7月2 3日に第1 4回自社商品売込み商談会ｉ ｎ 堺を開催し、 出展企業は1 9社、 来場企業は1 5 5
社、 商談件数は4 5 7件、 自社Ｐ Ｒ コーナー利用企業は9 8社であった。

（ 改善点）
開催後の商談状況アンケート や個別ヒ アリ ング結果によると 、 成約に至っていない企業も見受けられ、
成約率向上のため、 来場企業に対して事前準備や商談後のアプロ―チの必要性等の対策を行う 必要があ
る。 今後、 支援事業者を増やすためにも 、 魅力的な企業及び多彩な調達品目を準備する必要がある。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

≪事業手法≫　 販路開拓型（ 事前予約型）
≪実施時期≫　 令和8年4月～1 2月（ 予定）
≪実施場所≫　 堺商工会議所 会議室
≪実施方法≫　 対面
≪実施内容≫
魅力ある商品を取り 扱いたい大手流通業者1社（ 1日来場企業数1 0社程度） が、 事前に発注内容をホーム
ページ等で提示した上で、 出展企業1社に対し 1 0社の商談が可能と なる時間繰り と した事前予約型の商
談会を延べ1 0日間程度実施する。 商談予約受付時には、 出展企業に対するアプローチシート （ 企業概
要、 自社商品Ｐ Ｒ などを記入した申込書） を作成しても らい、 事前に出展企業へ情報提供を行う 。

想定する実施期間 H2 1 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 自社商品売込み商談会 事業番号 1 0 新規/継続 継続
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円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

円

円

円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

泉佐野商工会議所 1 5 0 ,0 0 0 3

八尾商工会議所 1 5 0 ,0 0 0 3

岸和田商工会議所 1 5 0 ,0 0 0 3

貝塚商工会議所 1 5 0 ,0 0 0 3

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 2 ,7 3 7 ,5 0 0 7 9

標準事業費の内、 高石、 泉大津、 和
泉、 岸和田、 貝塚、 泉佐野、 八尾へ
は、 一律1 5 0 ,0 0 0円を配分し、 残り を
堺に配分。

高石商工会議所

5 ,0 5 0 ,0 0 0 0 .7 5 3 ,7 8 7 ,5 0 0 円）

1 5 0 ,0 0 0 3

泉大津商工会議所 1 5 0 ,0 0 0 3

和泉商工会議所 1 5 0 ,0 0 0 3

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－1 4． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 6 年目

事
業
の
概
要

事業概要
中小企業のITリ テラシーを高め、 IT導入の実現による業務効率の向上・ 販路拡大・ 新たなビジネスモデ
ルの構築等を目指すためのITセミ ナーを開催する。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

【 事業の目的】
大企業と 中小企業と の間にはデジタル格差の問題が依然と して存在し、 早期の解消を行い、 中小企業の
IT経営化＝業務の効率化・ コスト 削減のための支援を行う 必要がある。 本事業では、 中小企業経営者を
対象に、 先進Ｉ Ｔ 技術、 Ｉ Ｔ ツール、 ソ リ ューショ ン等を学び競争力のある経営を目指していただく と
と もに、 取引関係の構築・ 人的ネッ ト ワークの拡大にも寄与していく こ と を目的と する。 IT化は会社の
規模に限らず本格化してきており 、 時代の流れに合ったIT経営の実現を提案する場と して本セミ ナーが
必要と なる。
【 企業ニーズ】
慢性的に人材不足である中小・ 小規模事業者においては、 その不足分をITを駆使して補う 必要がある
が、 大企業と 比べ導入が進まず、 デジタル格差が発生しやすい環境にあると 言える。 Ｉ Ｔ 導入による業
務効率化はもちろん、 IT人材の育成、 Ｓ ＮＳ や動画の活用による情報発信・ 販路拡大など、 今後、 経営
者に求められる Ｉ Ｔ に関わる変革は多種多様であり 、 その点からも 、 当事業は今後ますますニーズが高
まっていく ものと 考えられる。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

IT導入の実現による販路拡大・ 経営改善に興味を持つ、 市内外の中小・ 小規模事業者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

過去５ 年の実績
令和3年度⇒　 8回開催・ 4 4 8社
令和4年度⇒　 7回開催・ 3 5 6社
令和5年度⇒　 7回開催・ 3 1 9社
令和6年度⇒　 6回開催・ 4 1 3社
令和７ 年度 ⇒ ８ 回開催・ 4 7 0社（ 推計）
IT化全体に関して、 小規模事業者では大きな経費をかける余裕がなく 必須と いう 意識も低いため、 小規
模事業者でも気軽に取り 組めると こ ろから 、 興味を持っても らえるよ う な内容で実施していく 必要があ
る。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

 中小・ 小規模事業者における業務効率・ 生産性の向上のためには、 Ｉ Ｔ 、 ク ラウド 、 アプリ の積極的な導入が不可

欠であり 、 そのためには、 引き続き、 慢性的な人材不足の中でも 、 従業員１ 人１ 人のＩ Ｔ リ テラシーを高めていく 必

要がある。 令和8年度はIT初心者の中小企業者にも参加を促すべく 、 開催内容や告知方法を見直し、 以下8つのＩ Ｔ

系セミ ナーを実施する。 なお、 全セミ ナーの事業手法は人材育成型である。

　 ① 生成AIを活用した販促・ 広報・ 提案書活用セミ ナー【 6 5社】

　 　  開催時期： 令和8年5～6月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： 生成AIを活用した販促・ 広報・ 提案書活用方法を学ぶ。

　 ② 生成AIを活用した画像・ 動画生成セミ ナー【 6 5社】

　 　  開催時期： 令和8年6～7月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： 生成AIを活用した画像・ 動画生成方法を学ぶ。

　 ③ Canva活用チラシ作成セミ ナー【 6 5社】

　 　  開催時期： 令和8年8～9月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： 効率的に作成できるCanvaの利用方法を学ぶ。

　 ④ 生成AIを活用した業務効率化セミ ナー【 6 5社】

　 　  開催時期： 令和8年8～9月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： 生成AIを活用した業務効率化の方法を学ぶ。

　 ⑤ SNS広告戦略セミ ナー【 6 5社】

　 　  開催時期： 令和8年9～1 0月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： 効果的なSNS広告の運用・ 活用方法を学ぶ。

　 ⑥ ショ ート 動画活用セミ ナー 【 6 5社】

　 　  開催時期 ： 令和8年1 0～1 1月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： 効果的なショ ート 動画の活用方法を学ぶ。

　 ⑦ Insta g ram活用セミ ナー【 6 5社】

　 　  開催時期： 令和8年1 1～1 2月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： 集客に強いInsta g ramアカウント の構築・ 運営方法を学ぶ。

　 ⑧ Goog leを活用した業務効率化セミ ナー【 6 5社】

　 　  開催時期： 令和9年1～2月頃

　 　  場　 　 所： 堺商工会議所大会議室（ オンラインでも検討）

　 　  内　 　 容： Goog le（ 無料ツール） を活用し、 業務効率化を図れる方法を学ぶ。

想定する実施期間 H2 3 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 Web・ ク ラ ウド 販路開拓支援事業 事業番号 1 1 新規/継続 継続
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○ ○

社

%

① 円 × 社 × ＝ 円

② 円 × 社 × ＝ 円

③ 円 × 社 × ＝ 円

④ 円 × 社 × ＝ 円

⑤ 円 × 社 × ＝ 円

⑥ 円 × 社 × ＝ 円

⑦ 円 × 社 × ＝ 円

⑧ 円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数 役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 6 ,5 1 4 ,5 0 0 4 8 0 高石・ 和泉商工会議所配分①-⑧
＠2 0 ,2 0 0円×0 .7 5×5社×8回＝
6 0 6 ,0 0 0円
泉大津商工会議所配分④・ ⑧
＠2 0 ,2 0 0円×0 .7 5×5社×2回＝
1 5 1 ,5 0 0円

和泉商工会議所 6 0 6 ,0 0 0 4 0

高石商工会議所 6 0 6 ,0 0 0 4 0

泉大津商工会議所 1 5 1 ,5 0 0 1 0

補助率 （ ①市町村等＋②受益者負担）

1 0 ,5 0 4 ,0 0 0 0 .7 5 7 ,8 7 8 ,0 0 0 円）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費

合計 5 2 0 1 0 ,5 0 4 ,0 0 0

1 0 ,5 0 4 ,0 0 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0

数値目標 7 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

5 2 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標
Ins ta g ra mを改良、 または新たに導入を検討する企業の割
合

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 IT・ IoT

( b)  ①～⑧は高石・ 和泉商工会議所と 連携、 ④・ ⑧は泉大津商工会議所と も連携する。

(d)セミ ナー参加者に向けIT専門家派遣やIT相談窓口を案内すると と もに、 経営指導員も継続してフォローしてい

く 。



5－1 4． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

別紙： 積算根拠と なる支援対象企業数と 支援対象企業の変化について

社

%

社

%

社

%

社

%

社

%

社

%

社

%

社

%数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
⑧

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

⑧ Goog leを活用した業務効率化セミ ナー
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

6 5

支援対象企業の
変化

指標
Goog le（ 無料ツール） を活用した業務効率化の改良、 ま
たは、 新たに導入を検討する企業の割合

数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
⑦

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

⑦ Insta g ra m活用セミ ナー
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

6 5

支援対象企業の
変化

指標
Ins ta g ra mを改良、 または新たに導入を検討する企業の割
合

数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
⑥

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒
⑥ ショ ート 動画活用セミ ナー 
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等6 5

支援対象企業の
変化

指標
ショ ート 動画を改良、 または新たに導入を検討する企業の
割合

数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
⑤

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

⑤ S NS広告戦略セミ ナー
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

6 5

支援対象企業の
変化

指標 S NS広告を改良、 または新たに導入を検討する企業の割合

数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
④

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

④ 生成AIを活用した業務効率化セミ ナー
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

6 5

支援対象企業の
変化

指標
生成AIを活用した業務効率化の改良、 または新たに導入を
検討する企業の割合

数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
③

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

③ Ca nva活用チラシ作成セミ ナー
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

6 5

支援対象企業の
変化

指標 Ca nvaの活用、 または新たに配信を検討する企業の割合

数値目標 7 0

その他目標値
目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

② 生成AIを活用した画像・ 動画生成セミ ナー
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

6 5

支援対象企業の
変化

指標
生成AIを活用した画像・ 動画生成の改良、 または新たに導
入を検討する企業の割合

支援対象企業の
変化

指標
生成AIを活用した販促・ 広報・ 提案の改良、 または新たに
導入を検討する企業の割合

数値目標 7 0

事
業
の
目
標
①

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

①  生成AIを活用した販促・ 広報・ 提案書活用セミ ナー
設定根拠 ⇒ 過去の同事業の実績数を踏まえて設定。
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

6 5

その他目標値
目標値の内容⇒
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9 年目

○ ○ ○

社

社数値目標 1 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒

【 事業承継セミ ナー】
設定根拠： 7 0社（ 堺4 5社、 高石5社、 和泉1 0社、 泉大津1 0社）
募集方法： 経営指導員による経営指導、 各商工会議所の会報、 ＤＭ発送等から 、
　 　 　 　 　 対象企業を発掘する。
【 事業承継専門家派遣】 　 1 0社8 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 事業承継の準備に取り 組んだ企業数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-1 1 事業承継の支援事業 事業承継

事
業
の
概
要

事業概要
事業承継・ 後継者育成をテーマと するセミ ナー並びに専門家派遣による個別支援（ 親族承継、 親族外承
継、 事業譲渡等の適切な方向に導く ための計画書並びに助言書を作成する等の具体的な支援） の実施。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

中小企業・ 小規模事業者は雇用の担い手、 多様な技術・ 技能の担い手と して、 わが国経済・ 社会におい
て重要な役割を果たしている。
しかし 、 個人事業主や法人企業の代表者の高齢化が進む中、 「 経営改善が先で、 事業承継を考えている
余裕がない」 と 、 事業承継に関する意識がまだまだ低く 、 課題を先送り にする企業が多い。
そこで、 事業承継への意識を啓発し、 後継者不在による廃業等を減少させ、 事業承継を円滑に成功させ
るこ と により 、 事業の継続・ 安定化を図るこ と を目的に、 事業承継支援事業を実施する。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( a ) 【 商1 1番】 事業承継の支援事業の府施策連携と して実施する。

(b)高石・ 和泉・ 泉大津の各商工会議所と 連携して事業を実施する。

(d)個別支援の専門家派遣につなぐためには、 経営指導員がまず事業者の内容を充分にヒ アリ ングするこ と が必要で

あり 、 専門家派遣には経営指導員が同行して支援にあたる。 また、 その後の経営指導員によるフォローも重要であ

る。

後継者不在、 後継者の育成等に悩んでいる企業。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

①事業承継セミ ナー　 タイ ト ル： 事業承継を成功に導く ～成長をチャンスに変える実践方法～
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 開催日時： 令和8年3月1 8日（ 水）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 場　    所： 堺商工会議所2階大会議室（ オンライン同時開催）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 参加社数： 7 0社(予定)
②専門家派遣による個別支援　 8社（ 令和７ 年1 2月1９ 日現在）
③連絡会議　 開催日： 令和7年5月2 3日（ 金） 　 場所： 当所2階小会議室
　 　 　 　 　 　 参加者： 当所、 高石商工会議所・ 泉大津商工会議所・ 和泉商工会議所
例年、 オンライン受講者数が多く 、 よ り 多く の事業主に事業承継を考えるきっかけと しても ら う ため、
参加者の利便性を考慮し、 場所を選ばずに受講できるハイブリ ッ ド 開催（ リ アル＋オンライン） での開
催を検討。
個別支援については、 事業承継は中小企業が抱える重要課題であるこ と から 、 よ り 一層の周知と 支援が
必要である。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

◎事業承継セミ ナー
　 事業手法： 人材育成型
　 開催時期： 令和8年7月頃
　 場　 　 所： 堺商工会議所会議室（ オンライン同時開催）
　 内　 　 容： 事業承継・ 後継者育成をテーマに成功事例を紹介するセミ ナーを開催し、
　 　 　 　 　 　 事業承継の意識啓発を促進させる。

◎専門家派遣による個別支援
　 事業手法： ハンズオン型
　 内　 　 容：
　 専門家を派遣し、 事業資産状況、 株主状況などの現状把握を行った上で、 親族承継、 親族外承継、 事
業譲渡等の適切な方向に導く ための計画書並びに助言書を作成し、 円滑な事業承継の実現に向け、 具体
的な支援を行う 。
　 なお、 事業譲渡先の確保が求められる場合には、 当所の「 さかいＭ＆Ａ市場」 をはじめ、 日本政策金
融公庫の「 事業承継マッチング支援」 等を活用し、 民間Ｍ＆Ａ仲介会社と 連携を行う 。

◎連絡会議の開催
広域連携と して、 高石・ 和泉・ 泉大津の各商工会議所と の連絡会議を開催する。
　
経営指導員による経営指導、 セミ ナー参加者、 当所の専門家派遣による個別支援等に繋げていく 。

想定する実施期間 H3 0 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 事業承継支援事業 事業番号 1 2 新規/継続 継続



5－1 5． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

別紙： 積算根拠と なる支援対象企業数と 支援対象企業の変化について

社

社

社

社

【 備考】

※別添で補足する内容があれば添付してく ださい。

支援対象企業の
変化

指標
事業承継計画書、 事業承継に関する助言書を作成した企業
数

数値目標 1 0

その他目標値

目標値の内容⇒

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

経営指導員による経営指導、 事業承継アンケート 調査、 セミ ナー参加者等から個別支
援の対象企業を発掘する。

1 0

事
業
の
目
標
①

その他目標値

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

支援対象企業の
変化

指標 事業承継の準備に取り 組んだ企業数 数値目標 1 0

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒
各商工会議所の会報誌、 経営指導員による経営指導、 会報、 ＤＭ発送等から 、 対象企
業を発掘する。

7 0

（ ①市町村等＋②受益者負担）

2 ,4 2 4 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 1 ,9 1 9 ,0 0 0 5 5
高石商工会議所配分
＠2 0 ,2 0 0円×1回×1 .0 0×5社
・ 和泉・ 泉大津商工会議所配分
＠2 0 ,2 0 0円×1回×1 .0 0×各1 0社
= 各2 0 2 ,0 0 0円

高石商工会議所

2 ,4 2 4 ,0 0 0 1 .0 0 2 ,4 2 4 ,0 0 0 円）

1 0 1 ,0 0 0 5

和泉商工会議所 2 0 2 ,0 0 0 1 0

泉大津商工会議所 2 0 2 ,0 0 0 1 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

1 0 1 ,0 0 0 1 0 1 .0 0 1 ,0 1 0 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 7 0 1 .0 0 1 ,4 1 4 ,0 0 0

合計 8 0 2 ,4 2 4 ,0 0 0



5－1 6． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

6 年目

○ ○ ○

社

社数値目標 3 5

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
設定根拠 ⇒ IT・ DXツールの導入を検討する中小・ 小規模事業者
　 　 　 　 　   IT・ DXツールを開発・ 販売する中小企業等 　 合計8 0社
募集方法 ⇒ 堺・ 高石商工会議所会報、 DM、 HP、 Fa cebook、
　 　 　 　 　  メ ールマガジン、 広報さかい等。

8 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 IT・ DXツール導入を検討する企業数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 IT・ IoT

事
業
の
概
要

事業概要
IT・ DX・ AIツールの導入を検討する中小企業と 、 IT・ DX・ AIツールを開発・ 販売する中小企業等を
マッチングさせる交流会を実施し、 中小企業のITリ テラシーを向上させ、 業務効率の向上、 販路拡大を
図る。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

（ 目的）
中小・ 小規模事業者では、 ITに精通している人材が慢性的に不足しており 、 業務のIT化・ DX化・ AI化が
進みにく い状況に陥っている。 また、 IT化・ DX化・ AI化を加速させる大手企業と の格差はますます広が
るばかり であり 、 日本経済を支える中小・ 小規模事業者のIT化・ DX化・ AI化は喫緊の課題と 言える。
この状況を打開するため、 IT・ DX・ AIツールの導入を検討する中小・ 小規模事業者と 、 IT・ DX・ AI
ツールを開発・ 販売する中小企業等（ ブース出展） をマッ チングさせる場を提供し、 中小・ 小規模事業
者のIT・ DX・ AI化を推し進め、 業務効率の向上、 販路拡大につなげていく ための支援を行う 。
（ ニーズ）
IT・ DX・ AIツールを開発・ 販売する中小企業等が一堂に会したイベント は、 大阪市内で行われるこ と が
多く 、 堺市内では殆ど開催されていないのが現状である。 堺市内で開催される手近なイベント があれ
ば、 興味をもつ中小・ 小規模事業者は多いと 考えられる。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( b)  高石商工会議所と 連携するこ と によって効果的に来場企業を募集する。

(c)  堺市と 連携し、 広報誌でPRを行う 。

(d)  こ の事業を通じ、 経営指導員が中小・ 小規模事業者のIT化・ DX化の取り 組みについて把握するこ と により 、 経

営指導を通じて、 IT・ DXツールの導入にかかる支援やフォローを行う こ と ができる。

・ 業務のIT化・ DX化・ AI化に興味を持つ中小・ 小規模事業者。 業種は問わない。
・ IT・ DX・ AIツールを開発・ 販売する中小企業等

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

名称： IT・ DX展示・ 体験交流会in堺
開催日： 令和８ 年２ 月４ 日（ 水） 1 4 :0 0～1 7 :0 0　
場所： 堺商工会議所会議室
　 出展・ 来場企業8 0社（ 予定）  
　 ≪同時開催セミ ナー≫
　 　 ① AIでチームのメ ール業務を効率化！ 応対時間を5 0％削減するメ ール管理法
　 　 ② 生成AIを活用した“ 超具体的” かつ“ すぐに始められる ” 業務効率化

今後、 高石商工会議所と より 一層連携を強化し、 広範囲での来場企業募集を行い、 8 0社の達成を目標と
する。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

業務のIT化・ DX化に興味を持つ中小・ 小規模事業者をターゲッ ト と した、 マッ チング交流会を以下の通
り 実施する。 希望の事業者には、 個別相談にも対応する。

事業手法： 人材交流型
開催日： 令和９ 年２ 月頃
場　 所： 堺商工会議所会議室
内　 容： IT・ DX・ AIツールの導入を検討する中小・ 小規模事業者と 、 IT・ DX・ AIツールを開発・
　 　 　 　 販売する中小企業等と の交流会
※ 当日は、 IT・ DX・ AIツールの導入事例を交えたセミ ナーも同会場で同時開催し相乗効果を狙う 。
※ 各ブースで、 IT・ DX・ AIツールの実演や体験も行う 予定。

想定する実施期間 R3 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 IT・ DXマッ チング拡大交流会 事業番号 1 3 新規/継続 継続



5－1 6． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

3 ,2 3 2 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 2 ,2 7 2 ,5 0 0 7 5 高石商工会議所
4 0 ,4 0 0円×0 .7 5×5社＝1 5 1 ,5 0 0円

高石商工会議所

3 ,2 3 2 ,0 0 0 0 .7 5 2 ,4 2 4 ,0 0 0 円）

1 5 1 ,5 0 0 5

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

4 0 ,4 0 0 8 0 1 .0 0 3 ,2 3 2 ,0 0 0

合計 8 0 3 ,2 3 2 ,0 0 0



5－1 7． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

5 年目

○ ○

社

%

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円4 ,0 4 0 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 2 0 0 1 .0 0 4 ,0 4 0 ,0 0 0

合計 2 0 0 4 ,0 4 0 ,0 0 0

数値目標 7 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
設定根拠 ⇒ 
堺1 1 0社、 高石3 0社、 和泉3 0社、 泉大津3 0社
募集方法 ⇒ 会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマガジン等

2 0 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標
今後のリ ーダーシップ、 人材育成に役立つと 判断した企業
の割合

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 その他

事
業
の
概
要

事業概要
資源・ 原材料・ エネルギー価格や人件費の高騰、 人手不足、 円安等の影響を受け、 激しい経営環境にあ
る中小企業者を対象に、 高石・ 和泉・ 泉大津の各商工会議所と 連携し、 経営者向けに成功経営者等から
経営指針を学ぶ講演会を開催し、 中小企業の付加価値向上の促進を図る。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

（ 目的）
資源・ 原材料・ エネルギー価格や人件費の高騰、 人手不足、 円安等の影響で、 経営基盤が脆弱な中小企
業は大きな打撃を受け、 景気回復が見通せず、 経営者は不安が尽きない状況にある。
こ う した厳しい時代を生き抜く 経営の指針と なるリ ーダーシッ プ、 人材育成等について、 成功経営者等
から学び、 経営力向上を図る必要がある。
（ ニーズ）
地域の枠を越えて「 経営を学びたい」 「 成功経営者等から刺激を受けたい」 等の中小企業経営者の声が
多いこ と から 、 高石・ 和泉・ 泉大津の各商工会議所と 連携して実施できるメ リ ッ ト は大きい。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( b)高石・ 和泉・ 泉大津商工会議所と 連携して、 事業周知を図り 実施する。

(d)経営指導員が、 後日、 企業訪問で特徴等を把握するこ と により 、 経営指導を行う 際の有用な情報と するこ と がで

きる。

大阪府内の中小企業経営者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

タイ ト ル： 時流経営ト ッ プ講演会「 成功する経営者の哲学 ～鳥貴族 創業者の経営戦略～」
日時： 令和7年9月2 9日（ 月） 1 4 :0 0～1 5 :3 0
場所： 堺商工会議所２ 階大会議室（ オンライン同時開催）
参加企業： 2 0 4社2 4 7名（ 会場1 2 9名、 オンライン1 1 8名）
　 　 　 　 　 ※大阪府地域活性化事業対象事業者数2 0 4社

目標である 2 0 0社を達成した。 これは、 集客を狙える講師を慎重に選定したこ と に加え、 共催会議所と
の連携を密にし、 情報発信に努め、 より 効果的に周知を行う こ と ができたから と 考える。 今後は、 より
一層効果的な情報発信を行う こ と によって、 よ り 多く の集客を図っていきたい。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

厳しい経営環境において、 経営者がリ ーダーシップや人材育成手法を学ぶこ と により 、 事業継続並びに
付加価値向上が期待されるこ と から 、 高石・ 和泉・ 泉大津の各商工会議所と 連携し、 時流に則した経営
者向けの講演会を開催する。 講師は、 各界における第一人者や成功経営者、 著名人と する。

事業手法： 人材育成型
開催時期： 令和８ 年8・ 9月頃
会　 　 場： 堺商工会議所会議室（ オンライン受講も可）

想定する実施期間 R4 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 時流経営ト ッ プ講演会 事業番号 1 4 新規/継続 継続



5－1 7． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 1 ,6 6 6 ,5 0 0 1 1 0

高石・ 和泉・ 泉大津商工会議所配分
＠2 0 ,2 0 0円×0 .7 5×各3 0社
= 各4 5 4 ,5 0 0円

高石商工会議所

4 ,0 4 0 ,0 0 0 0 .7 5 3 ,0 3 0 ,0 0 0 円）

4 5 4 ,5 0 0 3 0

和泉商工会議所 4 5 4 ,5 0 0 3 0

泉大津商工会議所 4 5 4 ,5 0 0 3 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－1 5． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

5 年目

○ ○ ○ ○

社

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円1 ,3 1 3 ,0 0 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 6 5 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0

合計 6 5 1 ,3 1 3 ,0 0 0

数値目標 4 5社

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
設定根拠 ⇒ 
堺5 0社、 高石5社、 和泉5社、 泉大津5社
募集方法 ⇒ 大阪府・ 堺市・ 各商工会議所の会報、 DM、 HP、 Fa cebook、 メ ールマ
ガジン等

6 5

主な支援対象企業
の変化

代表指標 脱炭素経営に取り 組む企業数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-1 3 脱炭素経営へ向けた取組み支援 その他

事
業
の
概
要

事業概要
高石・ 和泉・ 泉大津の各商工会議所と 連携し、 カーボンニュート ラルの実現に向けた最新の動向や取組
事例を紹介するセミ ナーを開催する。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

2 0 5 0年のカーボンニュート ラル実現に向けて、 大企業だけでなく 中小企業も脱炭素へ向けた取組が求め
られている。
しかし 、 中小企業からは、 取組への関心はあるものの、 経営資源が限られる中でどのよう な取組を行え
ば良いのかわからないと いった声が多く あるため、 本セミ ナーを通じて中小企業による脱炭素へ向けた
取組を後押しする。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

( a ) 【 商1 3番】 脱炭素経営へ向けた取組み支援の府施策連携と して実施する。

(b)高石・ 和泉・ 泉大津商工会議所と 連携するこ と によって効果的に来場企業を募集する。

(c)堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

(d)経営指導員が、 後日、 企業訪問で脱炭素経営の取り 組み状況を把握すると と もに、 必要に応じて

　  大阪府等の省エネ診断に繋げる。

大阪府内の中小企業経営者（ 業種は問わない。 ）

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

タイ ト ル： 中小企業のためのカーボンニュート ラルセミ ナー
　 　 　 　 　 〜脱炭素経営で会社を強く する！中小企業のための支援策と 成功事例〜
開催日： 令和7年7月4日（ 金）
場　 所： 当所2階大会議室（ オンライン同時開催）
参加企業： 5 6社

広域連携を行い、 目標と する 6 5社以上の企業募集には至らなかったが、 一定数の参加があった。 今後
は、 高石・ 和泉・ 泉大津と の広域連携、 堺市等の行政と の連携強化を図り 、 目標達成に努めていく 。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

【 事業手法】 人材育成型
【 実施時期】 令和8年8月頃に実施予定（ 計1回）
【 実施場所】 堺商工会議所　 大会議室
【 実施方法】 対面、 オンライン
【 実施内容】 高石・ 和泉・ 泉大津の各商工会議所と 連携して、 カーボンニュート ラルの最新動向
 　 　 　 　 　   及び脱炭素を踏まえた新事業展開等の取組事例に関するセミ ナーを開催する。 講師
　 　 　 　 　 　 は、 行政機関やカーボンニュート ラルに向けて脱炭素経営に取り 組み新事業展開を
　 　 　 　 　 　 図る企業の担当者を想定。 取組事例の他、 行政の補助金情報についても紹介する。

想定する実施期間 R４ 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 中小企業のためのカーボンニュート ラルセミ ナー 事業番号 1 5 新規/継続 継続



5－1 5． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 1 ,0 1 0 ,0 0 0 5 0

高石・ 和泉・ 泉大津商工会議所配分

＠2 0 ,2 0 0円×1×各5社

＝各1 0 1 ,0 0 0円

高石商工会議所

1 ,3 1 3 ,0 0 0 1 .0 0 1 ,3 1 3 ,0 0 0 円）

1 0 1 ,0 0 0 5

和泉商工会議所 1 0 1 ,0 0 0 5

泉大津商工会議所 1 0 1 ,0 0 0 5

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－1 9． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

1 年目

　 ○ ○ ○

社

社

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円2 ,8 2 8 ,0 0 0

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

2 0 ,2 0 0 1 4 0 1 .0 0 2 ,8 2 8 ,0 0 0

合計 1 4 0 2 ,8 2 8 ,0 0 0

数値目標 8 0

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒ 設定根拠： 事業計画書策定に取り 組む企業1 4 0社
募集方法： 各商工会議所の会報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジ
　 　 　 　 　 ン、 窓口相談の来客への案内等1 4 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標 事業計画策定に取り 組む企業数

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

創業・ 経営革新

事
業
の
概
要

事業概要
事業計画書の策定の必要性に迫られながら 、 策定のノ ウハウを有しない中小・ 小規模事業者が多く 存在
するため、 そのノ ウハウを習得できるセミ ナーを開催し、 自律的に事業計画書を策定できるよ う 支援を
行う 。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

会社の経営の方向性・ 具体的な事業プラン等を事業計画書に落と し込み、 その事業計画に沿って事業を
遂行するこ と だけでなく 、 金融機関への融資申込や経営力向上計画の申請等に際しても事業計画書の提
出が必要であり 、 他者から見て合理的な事業計画を策定できるノ ウハウは必須と 言っても過言ではな
い。
しかしながら 、 事業計画の策定経験が乏しく 、 ノ ウハウを有しない中小・ 小規模事業者は数多く 存在す
るため、 当該セミ ナーによってノ ウハウを習得しても らい、 自律的に事業計画書を策定できるよ う 支援
を行う 。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

（ ｂ ） 高石・ 泉大津商工会議所と 連携して実施する。

（ ｃ ） 堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

（ ｄ ） 当該セミ ナー受講後も伴走して事業者のフォローを行い、 事業計画書の策定を支援する。

事業計画書策定のノ ウハウを有しない大阪府内の中小・ 小規模事業者と し 、 業種は問わない。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

事業手法： 人材育成型
開催時期： 令和8年4月、 1 0月(予定)
場　     所： 堺商工会議所会議室（ オンラインでも検討）
内　 　 容： 中小・ 小規模事業者向けの事業計画書策定のポイント について、 説明を行う 。

想定する実施期間 R8 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 事業計画書作成セミ ナー 事業番号 1 6 新規/継続 新規



5－1 9． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 1 ,8 1 8 ,0 0 0 1 2 0 高石・ 和泉商工会議所
2 0 ,2 0 0円×0 .7 5×各1 0社＝各
1 5 1 ,5 0 0円

高石商工会議所

2 ,8 2 8 ,0 0 0 0 .7 5 2 ,1 2 1 ,0 0 0 円）

1 5 1 ,5 0 0 1 0

泉大津商工会議所 1 5 1 ,5 0 0 1 0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－2 0． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画）

4 年目

○ ○ ○

事業手法
（ 該当する場合は

○印と 下欄に

その根拠）

( a )府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

番号選択 創業・ 経営革新

事
業
の
概
要

事業概要
厳しい経営状況にある中小企業において、 新事業展開にチャレンジする中小企業者に対し、 企業間・ 産
業支援機関等の連携による新たなビジネスチャンスを創出する機会と しての交流会を時流テーマ別に開
催する。

事業の目的
（ 現状や課題をどのよ う な

状態にしたいか）

企業ニーズ
（ 内容・ 把握方法等）

【 事業の目的】
エネルギー・ 原材料価格高騰等により 厳しい経営環境におかれている中小企業者が、 新しい事業分野へ
の進出・ 新製品・ 新サービスの開発に活路の見出しを図るため、 企業間・ 産業支援機関等の連携によ
り 、 新たなビジネスチャンス創出の機会を提供するこ と を目的に時流テーマ別にて交流会を開催する。

【 企業ニーズ】
昨年度、 当所で開催した「 大阪関西万博2 0 2 5出展企業と の交流会」 で披露された最新技術の実装と して
企業間、 大学等の支援機関と の連携を望む声が高い。 また、 昨年度の創業者交流会でも 、 交流の機会を
求める創業者・ 創業間もない経営者等が多数参加され、 活発な意見交換・ 交流が行われている。

支援する対象
（ 業種・ 事業所数等）

（ ｂ ） 高石・ 泉大津商工会議所と 連携で実施する。

（ ｃ ） 堺市と 連携し、 広報誌等でPRを行う 。

（ ｄ ） 交流会参加者に、 伴走してフォローを行い、 創業・ 新たなビジネス創出を支援する。

新事業展開にチャレンジする府内中小企業者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・ 実績数値や改善点

を含めるこ と

【 創業者交流会】
開催日時： 令和７ 年1 2月1 3日（ 土） 1 4 :0 0～1 7 :0 0
出席者： 6 0名

創業者交流会については、 広域連携事業と して参加者バランスを図っていく 必要があるため、 一層の連
携強化と 情報発信に努めていく と と もに、 今回の参加者に対するフォロー支援を引き続き行っていく 。

具体的な実施内容・ 手法
（ いつ・ どこで・ 何を・

どのよ う にするのかを明確に)

【 1回目】
事業手法： 人材交流型
対象： オープンファ ク ト リ ーを通じた交流・ 活性化に関心をもつ中小製造業事業者
内容： オープンファ ク ト リ ーへの参加を検討する中小製造業事業者と 行政・ 支援機関を交えた交流会を
開催するこ と で、 同取組みを通じたブランド 力向上や社内活性化、 事業者間のネッ ト ワーク構築、 取引
促進と いった効果を幅広く 啓発すると と もに、 秋期に開催を予定する地域一体型オープンファ ク ト リ ー
プロジェク ト （ Fa ctorIS M） への参加企業を募る。
開催時期： 令和８ 年４ 月頃
場所： 堺商工会議所会議室

【 2回目】
事業手法： 人材交流型
対象： 創業予定者、 創業間もない事業者（ 創業5年未満）
内容： 創業予定者と 創業間もない事業者に対して、 気軽な交流を深める場を提供するこ と で、 創業に大
切な人脈・ 取引拡大等の悩みを共有し、 今後の経営課題を解決し、 新事業・ 創業予定者の創出を図る。
開催時期： 令和８ 年1 2月～令和９ 年1月頃
場所： 堺商工会議所会議室

【 ３ 回目】
事業手法： 人材交流型
対象： 産学連携に関心をもつ中小企業
内容： 昨年度開催した「 大阪・ 関西万博2 0 2 5出展企業と の交流会」 で披露された技術の実現、 さ らには
新たなイノ ベーショ ンの創出を図るため、 近隣大学や産業支援機関、 企業同士の連携を含めた交流会を
開催。
開催時間： 令和8年1 0月～1 2月
場所： 堺商工会議所会議室

想定する実施期間 R5 年度～ 年度まで
※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出するこ と

堺商工会議所

事業名 新事業展開創出交流会事業 事業番号 1 7 新規/継続 継続



5－2 0． 地域活性化事業　 事業調書（ 計画） 堺商工会議所

社

社

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （ 小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（ 小計の５ ％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（ 「 代」 欄には、 中核団体ま

たはﾋｱﾘﾝｸﾞ で説明する代表団

体に○）

商工会・ 会議所名 配分額 支援企業数

（ ①市町村等＋②受益者負担）

6 ,4 6 4 ,0 0 0

役割（ 配分の考え方）

堺商工会議所 4 ,2 4 2 ,0 0 0 1 4 0 【 創業者交流会】
高石・ 泉大津商工会議所と 連携
＠4 0 ,4 0 0円×各5社×0 .7 5
= 各1 5 1 ,5 0 0円
【 オープンファ ク ト リ ー交流会】
【 産学連携交流会】
高石商工会議所と 連携
@4 0 ,4 0 0円×5社×2×0 .7 5
＝3 0 3 ,0 0 0円

高石商工会議所

6 ,4 6 4 ,0 0 0 0 .7 5 4 ,8 4 8 ,0 0 0 円）

4 5 4 ,5 0 0 1 5

泉大津商工会議所 1 5 1 ,5 0 0 5

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（ 基準どおり の場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

算定基準
（ 行が足り ない場合は、 ⇒の

行に挿入）

ｻー ﾋﾞ ｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

4 0 ,4 0 0 1 6 0 1 .0 0 6 ,4 6 4 ,0 0 0

合計 1 6 0 6 ,4 6 4 ,0 0 0

数値目標 1 5

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
【 1回目】
オープンファ ク ト リ ーを通じた交流・ 活性化に関心をもつ中小製造業事業者対象の交
流会
計5 0社（ 堺： 4 5社、 高石： 5社）
募集方法： 各商工会議所の会報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジン、 窓
口相談の来客への案内等

【 2回目】
創業予定者・ 創業間もない事業者対象の交流会
計6 0社（ 堺： 5 0社、 高石： 5社、 泉大津： 5社）
募集方法： 各商工会議所の会報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジン、 窓
口相談の来客への案内等

【 3回目】
産学連携を通じた交流・ 活性化に関心をもつ中小企業の交流会
計5 0社（ 堺： 4 5社、 高石5社）
募集方法： 各商工会議所の会報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジン、 窓
口相談の来客への案内等

1 6 0

主な支援対象企業
の変化

代表指標

【 オープンファ ク ト リ ー交流会】
地域一体型オープンファ ク ト リ ープロジェク ト への参加企
業数
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別紙： 積算根拠と なる支援対象企業数と 支援対象企業の変化について

社

社

社

件

社

社

【 備考】

※別添で補足する内容があれば添付してく ださい。

1 5

その他目標値

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
③

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

【 産学連携を通じた交流会】
計5 0社（ 堺： 4 5社、 高石： 5社）
募集方法： 各商工会議所の広報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジン、 窓
口相談の来客への案内等5 0

支援対象企業の
変化

指標 産学連携を具体的に検討する企業数 数値目標

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒

創業予定者・ 創業間もない事業者対象の交流会
計6 0社（ 堺： 5 0社、 高石： 5社、 泉大津： 5社）
募集方法： 各商工会議所の会報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジン、 窓
口相談の来客への案内等

6 0

支援対象企業の
変化

支援対象企業の
変化

指標
地域一体型オープンファ ク ト リ ープロジェク ト への参加企
業数

数値目標 1 5

指標 創業の不安解消または新事業展開に繋げるための交流数 数値目標 4 0 0

その他目標値
目標値の内容⇒

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
①

支援対象企業数の合計

設定根拠及び

募集方法⇒
【 オープンファ ク ト リ ー製造業等の交流会】
計5 0社（ 堺： 4 5社、 高石： 5社）
募集方法： 各商工会議所の広報誌、 大阪府・ 堺市・ 支援機関等のメ ールマガジン、 窓
口相談の来客への案内等5 0

その他目標値


